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平成２８年度

第１回大分県教育委員会

【議 事】

（１）報 告

①「芯の通った学校組織」の取組（第５フェーズの取組方針）について

②県教育委員会に届いた爆破予告について

③平成２８年４月１日付け人事異動について

④教科書採択に係る調査結果について

⑤平成２８年度大学入試結果について

（２）協 議

①平成２９年度（平成２８年度実施）教員採用試験実施要項（案）に

ついて

②平成２９年度（平成２８年度実施）民間人校長採用選考（案）に

ついて

③平成２８年度大分県教科用図書選定審議会委員候補者について

（３）その他
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【内 容】

１ 出席者

委 員 教育長 工 藤 利 明

委員 林 浩 昭

委員 岩 崎 哲 朗

委員 松 田 順 子

委員 首 藤 照 美

委員 高 橋 幹 雄

欠席委員なし

事務局 教育次長 宮 迫 敏 郎

教育次長 岩 武 茂 代

教育次長 木 津 博 文

参事監兼教育財務課長 森 﨑 純 次

教育改革・企画課長 能 見 駿一郎

教育人事課長 藤 本 哲 弘

福利課長 中 村 均 子

義務教育課長 米 持 武 彦

生徒指導推進室長 樋 口 哲 司

特別支援教育課長 後 藤 みゆき

高校教育課長 姫 野 秀 樹

社会教育課長 曽根﨑 靖

人権・同和教育課長 甲 斐 順 治

文化課長 佐 藤 晃 洋

体育保健課長 井 上 倫 明

屋内スポーツ施設建設推進室長 山 上 啓 輔

教育改革・企画課主幹 伊 藤 功 二

教育改革・企画課主査 石 丸 一 輝

２ 傍聴人 １２ 名
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開会・点呼

（工藤教育長）

それでは、委員の出席確認をいたします。

本日は、全委員が出席です。

ただいまから平成２８年度 第１回教育委員会会議を開きます。

署名委員指名

（工藤教育長）

本日の議事録の署名委員でございますが、高橋委員にお願いしたいと

思います。

会期の決定

（工藤教育長）

本日の教育委員会会議はお手元の次第のとおりです。

会議の終了は１５時０５分を予定しています。

よろしくお願いします。

議 事

（工藤教育長）

はじめに、会議は原則として公開することとなっておりますが、会議

を公開しないことについてお諮りします。

報告第３号及び協議の①、②、③については、人事に関する案件です

ので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１４条第７項ただし

書の規定により、これを公開しないことについて委員の皆さんにお諮り

いたします。
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公開しないことに賛成の委員は挙手をお願いします。

（採 決）

それでは、報告第３号及び協議の①、②、③については、非公開とい

たします。

本日の議事進行は、はじめに公開による議事を行い、次に非公開によ

る議事を行います。

（工藤教育長）

議事に入ります前に、今年度第１回目の教育委員会会議ですので、年

度の始めに当たりまして一言申し上げたいと思います。

平成２８年度がいよいよスタートしました。私事ですが､昨年５月に

教育長に就任しまして、まだ１年経っていませんが、２年度目を迎えま

した。この間、委員の皆様にはいろいろご協力をいただきまして、改め

まして御礼申し上げます。お陰様で、先月２５日に県議会本会議におい

て、これからの県教育委員会の方向を示しています「『教育県大分』創

造プラン２０１６」について、賛成多数で議決をいただきました。同和

問題に対する取組についてのご意見、さらには結果に対する責任をしっ

かり取るものになっていない、教育全体を示しているものではないとい

ったご意見もありました。そういった意見もしっかり受け止めながら、

この「創造プラン２０１６」を今後９年間にわたってしっかり進めてい

きたいと思います。これまでいろいろとご協力いただきましたが、これ

から我々は着実に歩みを進めていきたい、そして就任当初に申し上げま

したように、改革の取組は絶対緩めることなく、公平・公正を旨として

いろんな取組をしっかり進めていきたいと思っています。

１日に職員に訓示をしました。この計画を進めるに当たっては、ぜひ

トライの精神でいこうではないか、一歩ずつみんなで力を合わせながら、

前に進めていくラグビーの精神、これをしっかり意識しながら前に進め

ていこうと思っています。委員の皆様にもぜひご協力をいただき、一緒

に取り組んでいきたいと思っています。

そして、もう一つは情報の共有です。昨年就任しまして、毎日良いこ

と悪いこと、いろいろな報告が上がってきますが、この情報を委員の皆

様としっかり共有して、新しい教育委員会制度の下でもしっかり意見交

換をするという姿勢でやってきています。このことについても引き続き、

皆様と一緒にやっていきたいと思っていますので、ご協力の程よろしく

お願いしたいと思います。
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【報 告】

①「芯の通った学校組織」の取組（第５フェーズの取組方針）について

（工藤教育長）

それでは、報告第１号「『芯の通った学校組織』の取組（第５フェー

ズの取組方針）について」能見教育改革・企画課長から報告いたします。

（能見教育改革・企画課長）

報告第１号「『芯の通った学校組織』の取組（第５フェーズの取組方

針）について」報告いたします。

資料１ページが概要資料、２ページ目からが本文となっています。ま

ず始めに、３ページの「はじめに」をご覧ください。「はじめに」の上

半分に記載していますように、第５フェーズにつきましては、「活用推

進プラン」の中で、「子どもの力と意欲を高める『芯の通った学校組織』

の確立」というテーマを設定しています。その下の第４フェーズの取組

の総括についてですが、一つ目の「○」にありますように、２７年度（第

４フェーズ）の取組を通して、各学校現場における取組状況の把握に努

めてまいりました。また、教育委員会会議でも報告させていただきまし

たけれども、昨年１１月には、全市町村教育委員会と「『教育県大分』

の創造に向けた意見交換会」を行い、現状・課題認識の共有と指導方針

の摺り合わせを行ってまいりました。

その次の「○」ですけれども、「活用推進プラン」に基づく柱が大き

く二つありますけれども、学校マネジメントの徹底、「芯の通った学校

組織」の考え方やツールを活用した取組が進んできています。その一方

で、次の「○」に記載してありますように、目標達成マネジメントツー

ルの相互関連性やマネジメントツールを活用した検証・改善の実効性等

について、第５フェーズにおいて手立てを講じるべき課題が見られたと

ころでございます。

その下、小見出しで「『芯の通った学校組織』の確立」とございます

けれども、第５フェーズ終了時点での「『芯の通った学校組織』の確立」

像を次のページの四角囲みにあるような表現で設定いたしました。読み

上げますけれども、「大分県の全ての子どもたちの力と意欲の向上に向

けて、①『８つの観点』を念頭に置いた学校マネジメントが徹底されて

いること、②『活用推進プラン』の策定以降、追加的に提示してきた『授

業改善の５点セット』等を含め、各種目標達成マネジメントツールが適

切に活用され、検証・改善サイクルが機能していること、の２点におい

て、全ての学校で『形』が整っている状態」と、このように設定したと

ころでございます。
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その下の「○」にありますように、県教育委員会といたしましては、

この「確立」像を踏まえ、第５フェーズを通して全ての学校で「確立」

が図られるよう取組を進めてまいります。その上で、学校マネジメント

を機能させ持続的・発展的な教育活動を実現することが「芯の通った学

校組織」の取組の主眼であるということですので、取組が進んでいる学

校においては「確立」像の達成に止まることなく、取組の「質」を追求

するなど次のステージに向けた取組の深化を図っていくことが求められ

ると記述しております。

その下に記述しております本書の位置付けでございますが、あくまで

「活用推進プラン」をベースといたしまして、第４フェーズまでの取組

の進展や課題を踏まえまして、追加的に手立てを講じるべき事項に重点

を置きながら、第５フェーズにおいて取り組む事項を全体的に整理した

ものとなっております。具体的な中身につきましては、１ページ目の概

要でご説明いたします。

「２．目標達成・組織マネジメントの徹底」、「３．一層の活用の推進」

については、「活用推進プラン」の項目立てを踏襲しておりますが、「１」

としまして、「目標達成マネジメントツールの連動性確保」について盛

り込んでおります。これについては、市町村教育委員会との意見交換会

でもご意見をいただいたところでございます。

５ページにマネジメントツールを一覧で記載しております。大きく６

つございます。「学校評価の４点セット」から「不登校対策プラン」ま

でございますが、これらの関連性が必ずしも明確でない、そこの関連性

を意識した取組が求められるということで今回整理したところでござい

ます。

概要資料の「１」の「①」に記載しておりますように「学校評価の４

点セット」を最上位のマネジメントツールとして位置付けた上で、各種

マネジメントツールの相互関連性を意識しながら各種様式･計画を作成

いただきたいということ等について記載をしております。

次に、「２．目標達成・組織マネジメントの徹底」でございます。「８

つの観点」に基づく指導・支援ということで、８ページに「８つの観点」

を記載しております。点線囲みの部分ですけれども、このうち「観点４」

検証･改善の部分と「観点５」人事評価との連動部分につきまして課題

が大きいということで第５フェーズにおいて追加的に手立てを講じるも

のでございます。

概要資料の「観点４」につきましては、検証･改善の方途を確認する

ことと指標設定の工夫について記述しております。「観点５」につきま

しては、教職員評価システムがリニューアルされましたので、それを踏

まえて趣旨を徹底していくこと、学校現場における教職員の目標設定に

当たりましては、管理職・主任等による適時適切な指導・助言が重要で

あることについて記述をしております。
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次に、「３．一層の活用の推進」でございます。まず授業改善につき

ましては、「目標達成に向けた組織的な授業改善」推進手引きの活用を

進めることに加えまして、先般打ち出しました「中学校学力向上対策

３つの提言」に基づく取組につきましても第５フェーズの取組の一環と

して進めていくということでございます。それから不登校対策、体力向

上につきましては、先程の目標達成マネジメントツールの一つでありま

す「不登校対策プラン」、「体力向上プラン」、「一校一実践」について位

置付けを明確化するとともに検証･改善サイクルを確立していくという

ことを記述しております。

不登校対策につきましては、新たに配置することとしていますスクー

ル・ソーシャル・ワーカーの活用促進についても第５フェーズの取組に

位置付けています。それから、学校･家庭･地域の協働につきましては、

第４フェーズまで２カ年にわたりましてモデル的に進めてまいりました

目標協働達成の取組を全県的に普及･促進を図っていくこと、コミュニ

ティスクールの先進事例の調査･分析を行いまして導入促進を図ってい

くこと等について記載をしております。

それから「芯の通った学校組織」の取組の効果検証の下でございます

が、推進方策として大きく４点ございます。まず一つ目に学校マネジメ

ント研修の充実では、研究主任研修の新設、先般策定いたしました「Ｏ

ＪＴの手引き」の活用促進について記述をしております。また、教育事

務所による指導･支援としましては、６つの教育事務所による指導・支

援の平準化と更なる向上を図っていくということで、一つ目にあります

ように年間２回＋αの学校訪問につきましては、活用推進プランに則っ

て継続していくこと、ミドルリーダーの育成等の観点から学校現場を訪

問させていただく際には、主幹教諭･指導教諭等の同席をお願いしてい

くこと、学校事務職員の学校経営への参画が求められていくという状況

を踏まえまして、学校支援センター所長の同席についてもお願いしたい

と考えております。また、教育事務所による指導・支援の平準化と更な

る向上を図る上で、各教育事務所に学校改革担当指導主事を配置してお

りますけれども、他の教育事務所の管内の学校訪問にも同行することに

よって、それぞれ学び合っていくような機会を設けていきたいと考えて

おります。また、本庁から学校訪問をする際には、なるべく教育事務所

の学校訪問と摺り合わせを行いまして効果的な学校訪問を行っていきた

いと考えております。それから県立学校に対する指導の部分では、新た

に教育長等と県立学校長との間で地域別･学科別等のグループ別協議を

設定していきたいと考えております。最後に研修会議等の精選につきま

しても取組を継続してまいります。

その上で「芯の通った学校組織」取組の効果検証ということで、その

推進方策の上のところに３つ記載しています。

一つは、「８つの観点」に係る共通の評価基準を設定ということで、
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４４ページをお開きください。細かな評価基準になっておりますが、「観

点１」から「観点８」まで「Ｓ」、「Ａ」、「Ｂ」の３段階での評価基準を

設定いたしまして、教育事務所の学校訪問等において定着度合いについ

て把握をしていきたいと考えています。その上で第５フェーズについて

は「確立」を謳っておりますので、第５フェーズの取組を通しまして全

ての項目で「Ａ」の到達を目指すこととしています。

効果検証の２つ目ですけれども、「活用推進プラン」の策定に当たり

ましても定着状況調査を実施したところでございます。「活用推進プラ

ン」後の展開を検討していく上で今夏を目途に改めて定着状況調査を行

いたいと考えております。

効果検証の３つ目ですが、教育センターの調査研究機能を強化しまし

て、エビデンスに基づく、より効果的な学校教育課題の解決方策を研究

してまいります。

本文の３０ページをお開きください。「５．その他」の「①」ですけ

れども、従前は移動教育委員会ですとか「小・中学校長との地域別意見

交換会」ということで開催してきておりました。これらを教育長計をリ

ニューアルしたのを機に発展的に見直しまして、県教育委員会と市町村

教育委員会、小・中学校長等による「『教育県大分』創造に向けた地域

別意見交換会」という形で定期的に開催していきたいと考えています。

最後に３１ページの「おわりに」の部分ですけれども、二つ目の「○」

にございますように、第５フェーズの期間中には、「芯の通った学校組

織」の取組の効果検証を踏まえまして、「活用推進プラン」後の展開に

ついて検討していく予定でございます。

その次の「○」にありますように、「確立」を図った上で取組の「質」

を追求していくということ、それから「教育長計」を踏まえまして、縦

と横を意識した「芯の通った学校組織」の取組深化の具体的方向性を検

討していく必要があります。併せて、国が示した「次世代の学校・地域」

創生プランに基づく教育改革ですとか高大接続改革等を見据えた取組の

展開方策についても検討の俎上にのせる必要があるとしております。

次の「○」ですけれども、その際には、学校現場や市町村教育委員会

との意思疎通を密にしていきたいと考えています。

以上でございます。

（工藤教育長）

ただ今説明のありました報告につきまして、ご質問・ご意見等のある

方はお願いします。

（林職務代理者）

とてもよくできていると思います。先程、教育センターの調査研究機

能についてエビデンスに基づく研究を行うと言われましたが、何か具体



- 9 -

的な取組が決まっているのですか。

（能見教育改革・企画課長）

３０ページをご覧ください。「５．その他（１）③」に記述していま

すが、具体的な手法はともかくとして、例えば、「芯の通った学校組織」

の取組状況や定着状況と学力・体力調査結果等をクロス分析するという

ことです。より具体的には８つの観点に基づく定着の度合いとのクロス

分析ですとか、新大分スタンダードの定着状況とのクロス分析ですとか、

そういったことが少なくとも必要かと考えています。

（林職務代理者）

こういうところを取り組んだ方がよいというようなことが分かってく

るのですね。

（能見教育改革・企画課長）

はい。より明確に分析できると思います。

（岩崎委員）

第５フェーズの取組の中で「地域別意見交換会」を定期的に開催する

ということが記述されていますが、具体的には何回程度計画しているの

でしょうか。

（能見教育改革・企画課長）

また、ご相談させていただきたいと考えていますが、月１回ペースで

開催し、教育委員の皆様にも可能な範囲でご出席いただきたいと考えて

います。

（岩崎委員）

そうすると全教育委員が揃うというよりも、行ける方が参加する形と

いうことですか。

（能見教育改革・企画課長）

はい、そうです。

（工藤教育長）

全員で行くべきということになれば、その形で実施しますが、回数を

重ねたいという思いがあります。全てに全員が参加するというのは調整

が難しい面があると思いますので、そこは後で整理したいと思います。

②県教育委員会に届いた爆破予告について
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（工藤教育長）

それでは、報告第２号「県教育委員会に届いた爆破予告について」能

見教育改革・企画課長から報告いたします。

（能見教育改革・企画課長）

報告第２号「県教育委員会に届いた爆破予告について」報告いたしま

す。

資料１ページをご覧ください。「１ 経緯」ですが、昨日の午前９時

頃、ＴＯＳテレビ大分の記者から「県内高等学校２校に爆弾を仕掛けた

旨の文書が社に郵送されてきた」という電話連絡をいただいたところで

す。また、昨日午後、県教育委員会あての郵便物に同様の封書が届き、

１３時４５分頃、県警立ち会いのもと、内容の確認をしたところです。

結果として同じ文面でありましたが、その内容は「２ 文書の内容」

に記載しており、次のページに写しを付けています。概要は、大分市内

の高校の卒業生であること、卒業後望まない大学への進学を余儀なくさ

れたのは高校の進路指導のせいであることを公表してもらいたいという

こと、大分上野丘高校と大分東明高校に爆発物を仕掛けたこと、公表し

ない場合は、多くの生徒が傷つくことになるだろうといったことが記載

されています。

「３ 対応」としましては、ＴＯＳテレビ大分からの連絡を受けまし

て直ちに警察に通報するとともに、関係部署、名指しのありました２校

に連絡を取っております。大分上野丘高校、大分東明高校につきまして

は、部活動等で登校していた生徒を下校させ、安全を確保するとともに、

警察と連携して校内の見回り・点検を行っております。これまでのとこ

ろ両校とも異常は確認されていません。また、昨日の午後には記者会見

を行い、報道機関に対し事案の発生について説明するとともに、文書を

公表しています。今朝、３ページにある注意喚起の通知を県立学校長及

び市町村教育委員会あて発出しています。学校内の安全確保に関するも

のです。最後に、始業式、入学式をまだ控えておりますので、引き続き

警察との連携を密にして生徒の安全確保に万全の体制を取っていくこと

としています。

以上でございます。

（工藤教育長）

ただ今説明のありました報告につきまして、ご質問・ご意見等のある

方はお願いします。

（岩崎委員）

今回のような事件は、決してなされてはいけないこと、とても理不尽
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なことであると考えます。記者会見をしたいきさつは、こういう文書が

届いたという事実関係と、学校に関しては万全の体制をとるための対応

をなしていることを明らかにする趣旨であると思います。

このような文書を送りつけるという事件は、時々起きていますが、爆

破予告がいたずらの場合等のいろんなケースが考えられます。実際に文

書に書かれたような事実が発生すると大変な事態になりますし、いたず

らであっても多くの方々に大変な迷惑をかけることになります。

送られてきた文書を読みましたが、書かれているような不満がこの文

書を送ってきた人にあるのであれば、世の中のあり方として、進路指導

の問題があるというのであれば、これを改善すべきであるときちんと意

見を述べてほしかったと思いますし、学校に問題があるというのであれ

ば、それを是正する方向に努力するために力を尽くすというような気持

ちを持ってほしいと思います。こういったことをすることで、多くの生

徒や関係者に大変な迷惑をかけているということを認識してほしいと思

います。

なお、学校の教育では、このようなことを生徒に教えてきたというこ

とを、県教育委員会としても外部に発信すべきではないかという気がし

ます。

また、公表の仕方次第では、愉快犯的なものであれば、かえって犯行

を助長することもあり得るし、模倣犯的なものが出てくるという恐れも

あり、対応が非常に難しい面もあると思います。

県教育委員会としては、このような行為は、社会全体に大きな迷惑を

かけており、理不尽であるという面をきちんと言うべきであると考えま

す。

（工藤教育長）

我々も報道機関から知らせてもらって初めて気が付きました。その時

点で県教育委員会にも文書が来ていないか、大急ぎで探したりして、結

果的に昼過ぎに文書が届いたという経緯でした。文書を読む限りでは、

どういう認識で書いたのか理解しがたい状況であり、事実であれ愉快犯

であれ、こういったことはまったく許せないことだと思います。こんな

こと自体があってはならないことであり、学校でもこういったことはい

けないと改めて生徒にはしっかり教育していく必要があります。

また、指導においてもいろんな意見が絶えずあると思うので、十分対

話をしながらやって行く姿勢が大事だと思います。始業式、入学式はま

だ始まっていないので、さらに注意をしながら対応をしていきたいと思

っています。

（松田委員）

各高校の進路指導担当、教頭などが、こういった問題が報道されてい
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ると認識すること、各学校でこれまでどういう取組だったか確認するこ

と、そういった意味で会見を持ったこと、公表したことが重要ではない

でしょうか。

（工藤教育長）

年度当初なので、いろんな形で学校、校長、教頭、事務長などを対象

としたいろんな会議があるので、十分協議をしていきたいと思います。

（松田委員）

県立高校の校門、あるいは校舎の中で監視カメラが設置されていると

ころはあるのでしょうか。

（岩武教育次長）

爽風館高校は設置されていますが、他の高校は恐らく設置されていな

いのではないかと思います。

（松田委員）

不審な侵入者を取り締まるのは難しいので、できればこれを機会に監

視カメラを設置することも検討してはどうかと思いますが、いかがでし

ょうか。

（工藤教育長）

そこは少し協議をしてみたいと思います。絶えず子どもたちの往来と

いうのもありますので、慎重に協議してみたいと思います。

（高橋委員）

今回、こういった事案があって、新学期から生徒たちに動揺があるか

もしれないので、心のケアをしっかりお願いしたいと思います。また、

仮に重大な事案になったときには、生徒と教職員の安全確保をお願いし

たいと思います。

④教科書採択に係る調査結果について

（工藤教育長）

それでは、報告第４号「教科書採択に係る調査結果について」藤本教

育人事課長から報告いたします。

（藤本教育人事課長）

報告第４号「教科書採択に係る調査結果について」報告いたします。

この内容につきましては、３月３１日に文部科学省から全国調査の公表
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がありましたので、併せて大分県の状況について公表したものです。

資料１ページの「１ 大分県関係者の状況」をご覧ください。人数は

延べ人数です。

まず、「（１）対価を伴わず、申請本の内容について意見聴取等を行っ

た事案」は１１人です。この内容につきましては、「①」にありますよ

うに教科書発行者別の内訳が、大日本図書３人、学校図書２人、教育芸

術社２人、啓林館２人、数研出版２人の１１人です。「②市町村別人数

内訳」につきましては事案当時、意見聴取を行った当時の市町村別の人

数、採択が行われた時の市町村別の人数、３月３１日現在での状況です。

このうち竹田市の１名が採択当時の採択地区の調査員になっています。

「③」の当該教科書発行者を新たに採択したものは、「（１）」の事案に

ついてはありませんでした。

次に、「（２）申請本の内容について意見聴取等を行いその対価を支払

った事案」は延べ２６人です。この２６人につきましては、今回調査を

する中で新たに報告があった者２人を含んだ数です。教科書発行者別の

内訳は、東京書籍６人、大日本図書４人、教育出版５人、光村図書１１

人です。対価の額につきましては、謝礼、交通費等を含みますが５千円

から２万円と市町村教育委員会から調査報告を受けています。「③市町

村別人数内訳」ですが、事案当時が２６人、採択当時が２６人、現在で

は死者２人を除いた２４人で、それぞれの数を示しています。このうち、

大分市の「教諭等」のうち６人が採択地区調査員となっています。その

うち、当該教科書発行者を新たに採択した件数は１件ありました。

「（３）上記以外で採択勧誘との疑念を生じさせる形で金品を支払っ

た事案」については、大分県は該当がありませんでした。

今後の対応につきましては、事実関係を精査し関係市町村教育委員会

と連携して適切に対処してまいります。現在、個別に教員等から事情の

確認をしている状況です。

以上でございます。

（工藤教育長）

ただ今説明のありました報告につきまして、ご質問・ご意見等のある

方はお願いします。

（林職務代理者）

「（１）」についてですが、これは教科書会社が先生のところに本を持

って来たのでしょうか。それとも、東京かどこかに呼んで見せたのでし

ょうか。

（藤本教育人事課長）

学校に来て意見を聴いたというのがほとんどです。
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（岩崎委員）

こういう場合の教職員の方の義務がどうなっているのか、基本的なこ

とを押さえておきたいと思いますので、服務のことについてお聞きしま

す。このような対価をもらった場合は、報告義務があるのですか。それ

とも、実費的なものであれば、報告義務はないのでしょうか。

（藤本教育人事課長）

今回の事案につきましては、特に謝礼等を受け取った場合は、週休日

での対応ということで個人的な旅行として行っています。このような場

合、謝礼があるかどうかというのが事前には把握できないような状況で

教科書会社との意見を聴く会に参加している例があります。ただ、そう

いった場合でも、地方公務員法等の定めでは、営利企業、いわゆる業者

等の業務に従事する場合には、市町村教育委員会の許可を受けて従事す

るとありますので、その手続きはきちんとする必要があったのではない

かと考えています。

（岩崎委員）

今回、何らかの対価をもらった方については、業務として行ったもの

ではない方が全部ということでよろしいですか。それとも業務として出

張、視察等をした方もいるのでしょうか。

（藤本教育人事課長）

今回の事例では、業務として対応して謝礼等を受けていた者はいませ

ん。

（岩崎委員）

業務ではなく休日等に出かけていった場合に、実費をもらっていいか

どうかということについては、本人の職務に関連している問題ですので、

場合によると報告義務があるのではないですか。あるいは事前に許可が

いるという考え方はあるのでしょうか。

（藤本教育人事課長）

服務の観点もありますし、倫理規程等を定めている市町村があります。

その中では、関係業者等から金銭等を受領してはならない、あるいは会

食等をしてはならないという規定もあります。その観点からいかがなも

のかという倫理規程上の判断もあるかと思います。

（岩崎委員）

事実関係を精査するという説明がありましたが、今のようなことを前
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提として、さらに今回受け取った経緯等や倫理規程等の観点も踏まえた

上で、今回の問題を精査するということでよろしいでしょうか。

（藤本教育人事課長）

はい、そうです。

（松田委員）

資料の「（２）」についてですが、大分市が特に多いようですが、どう

いう理由で多くなっているのでしょうか。

（藤本教育人事課長）

教科書会社が個別に意見聴取のためにリストアップしたものですの

で、大分市は教員の数も多いこともあって多くなっているのではないか

と思います。

（首藤委員）

大分県の教科書採択があったのが前年度ですから、一昨年のことを今

調査しているのかと思います。小学校はその前ということになると思い

ますが、実際に採択替えが行われて２年目に入り、次の採択が２年後で

すので、今後の対応について意見ですけれど、これからどのようにして

いくべきかということを、次の採択替えにも影響があると思いますので、

市町村と突き合わせをしていただきたいと思います。

（工藤教育長）

この件については、できるだけ早く対応してまいりたいと思います。

⑤平成２８年度大学入試結果について

（工藤教育長）

それでは、報告第５号「平成２８年度大学入試結果について」姫野高

校教育課長から報告いたします。

（姫野高校教育課長）

報告第５号「平成２８年度大学入試結果について」報告いたします。

今回報告する内容は大学、短大等の進学の状況であり、３月３０日時点

での数でございます。就職の状況につきましては、現在集約中ですので、

５月の教育委員会会議で報告させていただきます。

資料１ページ「１ 大分県の進路状況について」をご覧ください。概

況をまとめています。

「２ 合格状況概要」をご覧ください。平成２８年３月の卒業者数は
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７，８２４名で、昨年度７，９５５名より１３１名減少しています。そ

の下に、国立大学、公立大学、私立大学などの合格の状況を整理してい

ます。「延数」とは、１人の生徒が複数合格した場合、それを加えたも

のです。中ほどの国公立大学の「現役実数」欄をご覧いただきますと、

１，６７９名となっており、これは昨年よりも３名減少しています。

「３ 国公立大学現役合格率」をご覧ください。現役実数を卒業者数

で割ったものを現役合格率としています。現役実数１，６７９名を卒業

者数７，８２４名で割りますと、２１．５％となり、昨年度より０．４

ポイントの上昇となりました。

「４ 難関大学・難関学部合格者数」をご覧ください。この表の数に

は、過年度の卒業生を含んでいます。右下の「平成２８年３月卒」の合

計は２４９名となっており、昨年の２８４名より３５名減少しています。

個別の大学では、東京大学が５名、京都大学が６名増加し、東京大学と

京都大学の合計は２８名で、過去５年間で最多となりました。九州大学

は昨年と比べ減少していますが、１１２名は過去５年間で２番目です。

資料２ページをご覧ください。本年度の私立大学の合格状況を関東、

関西の大学や地元の大学を中心にまとめたものです。私立大学は入試方

法・方式が多様で実数では把握できないという事情がありますので、数

字には過年度生の数も含み、かつ延数としています。

今年度や過去の大学入試結果等の情報の活用を図りながら、生徒の進

路希望実現のため、組織的な授業改善など進学力の向上に一層努めてま

いります。

以上でございます。

（工藤教育長）

ただ今説明のありました報告につきまして、ご質問・ご意見等のある

方はお願いします。

（松田委員）

「４ 難関大学・難関学部合格者数」には、上から順に、東京大、名

古屋大、京都大とありますが、これは何を参考にされて、このような順

番になっているのでしょうか。

（姫野高校教育課長）

北から順に並べています。

（松田委員）

この表は縦並びですが、私立大学の表は横並びでしたので、何か意味

のある順番かと思って質問しました。
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（工藤教育長）

それでは、先に非公開と決定しました議事を行いますが、その前に、

公開でその他、何かございませんか。

【その他】

①平成２７年度英語教育実施状況調査について

（岩崎委員）

今朝の新聞に文部科学省が行った中学生、高校生の英語力についての

調査結果が出ていましたので、大分県の状況について報告していただき

たいと思います。

（姫野高校教育課長）

平成２７年度英語教育実施状況調査の結果について報告いたします。

この調査は、文部科学省が公立小・中・高等学校における英語教育の状

況について毎年実施しているものです。昨日、平成２７年１２月１日現

在の調査結果が公表されました。調査項目は生徒の英語力に関すること、

英語を使用する機会の増加に関すること、英語担当教員の英語力等に関

すること、英語の授業におけるＩＣＴ機器の活用状況等となっています。

英語教員の英語力の状況は英検準１級等を取得している教員の割合と

なっており、高等学校では全国平均が５７．３％、大分県が６０．１％、

中学校では全国平均が３０．２％、大分県が３０．９％となっています。

一方、生徒の英語力の状況につきましては、高等学校では英検準２級

以上を取得している生徒及び相当の英語力を有すると思われる生徒の割

合となっており、大分県が３８．９％、全国平均が３４．３％となって

います。中学校の場合は、英検３級以上を取得している生徒及び相当の

英語力を有すると思われる生徒の割合となっており、大分県が３３．９

％、全国が３６．６％となっています。

以上でございます。

（岩崎委員）

ありがとうございました。大分県は教員も生徒も全国平均よりもよい

ということですね。こういった資料を今後のグローバル人材の育成に役

立てていただきたいと思います。

（工藤教育長）

文部科学省の調査結果は新聞にも出ていました。順位で言うようなこ
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とではないかもしれませんが、高校生の英語力は全国８位で非常に頑張

っています。我々がいつも参考にしている秋田県も中学校の結果は非常

にいいようです。こういうことも参考にしながら、さらに取組を進めて

まいりたいと思います。

教員の英検等の取得に向けていろいろと取り組んでいるところもある

ようですが、グローバル人材の育成ということでは教える方も学ぶ方も

頑張っていただきたいと思います。こういう指標を用いることについて

は、いろいろな議論があるようですが、英語力そのものは大事だと思い

ますので、今後もしっかり取り組んでまいります。

（松田委員）

秋田県の話が出ましたが、秋田県では今年度から、学力向上施策を経

験してもらって県外からの移住に繋げようということで、公共施設など

を宿泊施設とした移住留学を始めるそうですので、大分県からも行って

みるのもいいのかなと思いました。

（工藤教育長）

よろしいでしょうか。

では、先に非公開と決定しました議事を行いますので、関係課室長の

み在室とし、その他の課室長及び傍聴人は退出してください。

（関係課以外及び傍聴人退出）

【報 告】

③平成２８年４月１日付け人事異動について

（工藤教育長）

報告第３号に先立ち、同議案の記録及び議事録の取扱いについて、お

諮りいたします。

大分県教育委員会会議規則第１４条第２項では、「議事録中議事に関

する部分は、要領筆記によって記録するものとする。ただし、教育長は、

委員の同意を得て、記録する必要のない事項については、これを除くこ

とができる。」となっています。

報告第３号の議事は、教職員の人事異動に関することですので、これ

を記録することは適当でないと考えます。従って、同条同項のただし書

きを適用して、記録する必要のない事項としたいので、委員の同意を求

めます。
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賛成の委員は挙手をお願いします。

（採 決）

委員の同意を得ましたので、そのように取り扱います。

では、ただ今から報告第３号の議事を始めますが、本報告に必要な職

員のみ在室を認めます。記録をする職員及びその他の職員は退出してく

ださい。

【協 議】

①平成２９年度（平成２８年度実施）教員採用試験実施要項（案）について

（工藤教育長）

それでは、協議の①「平成２９年度（平成２８年度実施）教員採用試

験実施要項（案）について」藤本教育人事課長から説明いたします。

（説 明）

（工藤教育長）

ご質問・ご意見のある方はお願いします。

（質疑・意見等）

（工藤教育長）

今回の協議の結果も踏まえながら、進めてまいりたいと思います。

②平成２９年度（平成２８年度実施）民間人校長採用選考（案）について

（工藤教育長）

次に、協議の②「平成２９年度（平成２８年度実施）民間人校長採用

選考（案）について」藤本教育人事課長から説明いたします。

（説 明）

（工藤教育長）

ご質問・ご意見のある方はお願いします。
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（質疑・意見等）

それでは、今回の協議の結果を踏まえて進めてまいりたいと思います。

（宮迫教育次長）

先ほど、ご質問のありました学校の防犯カメラについて、報告いたし

ます。爽風館高校以外で４校に設置されています。雄城台高校、大分西

高校、情報科学高校、海洋科学校の４校です。

（工藤教育長）

それは県費による設置ですか。

（宮迫教育次長）

それはわかりませんが、雄城台高校は坂の下が暗いこともあって設置

されているのかもしれません。

③平成２８年度大分県教科用図書選定審議会委員候補者について

（工藤教育長）

次に、協議の③「平成２８年度大分県教科用図書選定審議会委員候補

者について」米持義務教育課長から説明いたします。

（説 明）

（工藤教育長）

ご質問・ご意見のある方はお願いします。

（質疑・意見等）

（工藤教育長）

今回の協議の結果を踏まえて進めてまいりたいと思います。

（工藤教育長）

それでは、最後にその他、何かございませんか。

ないようですので、これで平成２８年度第１回教育委員会会議を閉会

します。

お疲れ様でした。



平成28年度第1回大分県教育委員会会議次第

日時 平成２８年４月５日（火）

１３：４０～１５：０５

場所 教育委員室

１ 開 会

２ 署名委員の指名

３ 議 題

（１）報 告

①「芯の通った学校組織」の取組（第５フェーズの取組方針）について

②県教育委員会に届いた爆破予告について

③平成２８年４月１日付け人事異動について

④教科書採択に係る調査結果について

⑤平成２８年度大学入試結果について

（２）協 議

①平成２９年度（平成２８年度実施）教員採用試験実施要項（案）について

②平成２９年度（平成２８年度実施）民間人校長採用選考（案）について

③平成２８年度大分県教科用図書選定審議会委員候補者について

（３）その他

４ 閉 会



１．目標達成マネジメントツールの連動性確保
①「学校評価の４点セット」を最上位のマネジメントツールとして位置付け、

各種マネジメントツールの相互関連性を意識しながら各種様式･計画を作成。

②「学校評価の４点セット」で重点化･焦点化を進めてきたことも踏まえ、
学力･体力向上、不登校対策の各プランは別個に作成。

③「学校評価の４点セット」に盛り込む事項に応じて「授業改善の５点セット」
や学力･体力向上、不登校対策の各プランに同内容を反映。

平成28年度：第５フェーズの取組方針【概要】
「子どもの力と意欲を高める『芯の通った学校組織』の確立」

２．目標達成・組織マネジメントの徹底 - 「８つの観点」に基づく指導・支援 -

観点４
◆検証･改善の方途を確認（取組･達成状況の確認、
指標の妥当性の検証⇒改善方策の検討）

◆短期の検証･改善に向けた指標設定の工夫

観点５
◆教職員評価システムの趣旨を一層徹底

◆学校の重点目標･分掌等目標･自己目標の連動に向けた
管理職・主任等による適時適切な指導・助言

①「８つの観点」を念頭に置いた学校マネジメントが徹底されていること、
②「活用推進プラン」の策定以降、追加的に提示してきた「授業改善の５点セット」等を含め、
各種目標達成マネジメントツールが適切に活用され、検証･改善サイクルが機能していること、

の２点において、全ての学校で「形」が整っている状態。

３．一層の活用の推進  学力・体力向上、生徒指導、学校･家庭・地域の協働 -

「芯の通った学校組織」の取組の効果検証

①「８つの観点」に係る共通の評価基準を設定 ⇒ 第５フェーズを通して全ての項目で「Ａ」到達を目指す

②「芯の通った学校組織」定着状況調査の実施 ⇒ 「活用推進プラン」後の展開を検討

③教育センターの調査研究機能を強化し、エビデンスに基づくより効果的な学校教育課題の解決方策を研究

校種間連携における各種マネジ
メントツールの活用
「学校評価の４点セット」と
「目標協働達成の４点セット」
の統合も検討

体力向上
◆「体力向上プラン」や「一校一実践」の取組の
位置付けを明確化⇒検証･改善サイクルの確立

◆女子生徒が運動に向かう取組の充実

授業改善
◆「目標達成に向けた組織的な授業改善」推進手引きの活用
⇒組織的な授業改善への理解促進、管理職のリーダーシップ、
「授業改善の５点セット」等の好事例紹介 等

◆中学校における学力向上対策
⇒「３つの提言」に基づく取組推進、取組状況調査の実施、
主幹教諭･指導教諭対象の先進地研修等の実施

不登校対策
◆「不登校対策プラン」の位置付け、検証･改善方法を明確化

◆不登校対策委員会の活性化
（地域不登校防止推進教員が支援、定期的開催の徹底）

◆ＳＣ･ＳＳＷの活用促進（子どもの貧困対策を含む）

学校･家庭･地域の協働
◆目標協働達成の取組を全県的に普及･促進

◆ＣＳ先進事例の調査･分析⇒導入促進

◆学力向上会議の充実に向けた指導･支援

目標協働達成の取組とＣＳの一体的な普及･促進
国の動向を踏まえ、ＣＳの更なる普及･促進策、
学校･家庭･地域の協働推進方策を検討

学校マネジメント研修の充実
研究主任研修（小･中）の新設

「ＯＪＴの手引き」の活用･促進 等

教育事務所による指導･支援 ～平準化と更なる向上～

年間２回+αの学校訪問（十分な協議時間を確保、
客観的データ･目標達成マネジメントツールを用いて協議）

主幹教諭･指導教諭等の同席、学校支援センター所長の同席

クロス訪問の実施、本庁と学校訪問等の摺り合わせ

市町村教育委員会との連携強化 等

県立学校に対する指導
学校マネジメントの推進
・年間２回以上の学校訪問
・主幹教諭･指導教諭等の同席
・地域別･学科別等のグループ別協議の設定

学校全体での授業改善の推進

学部主事の位置付けの明確化

「個別の指導計画」の質の向上

研修･会議等の精選（取組を継続）

その他
■「教育県大分」創造に向けた地域別意見交換会の開催 ■教育研究団体等の活用
■県立中学校への指導 ■大分大学教育学部附属小･中学校との連携 ■県内大学等との連携

［資料＿報告①］
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子どもの力と意欲を高める「芯の通った学校組織」の確立に向けて
（第５フェーズの取組方針）

目 次
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（２）主任手当の趣旨の徹底 ･････ P.10
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はじめに

○ 県教育委員会では、平成24年11月に「目標達成に向けて組織的に取り組む『芯の

通った学校組織』推進プラン」を策定し、市町村教育委員会との緊密な連携の下、

平成24、25、26年度の３フェーズにより取組を進めてきた。

○ また、「芯の通った学校組織」定着状況調査の結果を踏まえ、平成26年11月に「子

どもの力と意欲の向上に向けた『芯の通った学校組織』活用推進プラン」（以下、「活

用推進プラン」という。）を策定し、第４フェーズ、第５フェーズと取組を進めて

いるところである。

・第４フェーズ：「芯の通った学校組織」の活用推進

・第５フェーズ：子どもの力と意欲を高める「芯の通った学校組織」の確立

（第４フェーズの取組の総括）

○ 教育事務所は年間２回以上管内の学校を訪問するとともに、本庁も教育事務所の

学校訪問に同行するなど取組状況の把握に努めた。また、昨年11月には、全市町村

教育委員会と「『教育県大分』の創造に向けた意見交換会」を行い、現状・課題認

識の共有と指導方針の摺り合わせを行った。

○ 「活用推進プラン」に基づく第４フェーズの取組を総括的に振り返れば、目標達

成マネジメント・組織マネジメントにおいて徹底が求められる「８つの観点」を念

頭に置いた取組が進みつつある。また、「芯の通った学校組織」の考え方やツール

を活用した学力・体力向上、組織的な生徒指導、学校・家庭・地域の協働などの取

組が進んできている。

○ 他方で、県教育委員会が提示してきた目標達成マネジメントツールの相互関連性

やマネジメントツールを活用した検証・改善の実効性等について、第５フェーズに

おいて手立てを講じるべき課題が見られた。

（「芯の通った学校組織」の確立）

○ 「活用推進プラン」では、平成28年度を第５フェーズ（子どもの力と意欲を高め

る「芯の通った学校組織」の確立）としている。一定の共通理解の下で第５フェー

ズの取組を進めていくために、第５フェーズ終了時点での「『芯の通った学校組織』

の確立」像を次のとおり設定することとする。

［資料＿報告①］
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（子どもの力と意欲を高める「芯の通った学校組織」の確立）

⇒ 大分県の全ての子どもたちの力と意欲の向上に向けて、①「８つの観点」を

念頭に置いた学校マネジメントが徹底されていること、②「活用推進プラン」

の策定以降、追加的に提示してきた「授業改善の５点セット」等を含め、各種

目標達成マネジメントツールが適切に活用され、検証・改善サイクルが機能し

ていること、の２点において、全ての学校で「形」が整っている状態。

○ 県教育委員会としては、この「確立」像を踏まえ、第５フェーズを通して全ての

学校で「確立」が図られるよう取組を進めていく。そして、学校マネジメントを機

能させ持続的・発展的な教育活動を実現することが「芯の通った学校組織」の取組

の主眼であることに鑑みれば、現状において既に「確立」に至っている、又は第５

フェーズの早期に「確立」に至る見込みの学校においては、「確立」像の達成に止

まることなく、取組の「質」を追求するなど次のステージに向けた取組の深化を図

っていくことが求められる。

（本書の位置付け）

○ 本書は、前述した「子どもの力と意欲を高める『芯の通った学校組織』の確立」

に向け、「活用推進プラン」のうち「取組の徹底」、「一層の活用の推進」、「推進方

策」の各項目の記載内容をベースとし、それぞれ第４フェーズまでの取組の進展や

課題を踏まえ、追加的に手立てを講じるべき事項に重点を置きながら、第５フェー

ズにおいて取り組む事項を全体的に整理したものである。また、一部の項目では、

「大分県長期教育計画（『教育県大分』創造プラン2016）」等を踏まえ、「活用推進

プラン」後を見据えた展開として取組深化の方向性を示している。

○ なお、表記については、概ね次のとおり区別している。

・点線囲み：「活用推進プラン」に基づき２年間にわたり取り組む事項

・実線囲み：第４フェーズまでの取組の現状と課題、第５フェーズにおいて追加

的に手立てを講じるべき事項やその先の取組深化の方向性

・明 朝 体：「活用推進プラン」に記載されている内容

（※一部下線を付した箇所は、取組の進展等を踏まえ記述を改めている。）

・ゴシック体：「活用推進プラン」に書き加えた内容

○ 第５フェーズでは、引き続き市町村教育委員会との緊密な連携の下、県教育委員

会を挙げて本書に沿った取組を進めていくこととする。各学校においても、本書の

内容を踏まえた主体的な取組が展開されることを期待したい。

［資料＿報告①］
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１．目標達成マネジメントツールの連動性確保

○ 学校が目標達成に向けた組織的な取組を進めることで、子どもたちの力と意欲

の向上を図るため、これまで県教育委員会では様々な目標達成マネジメントツール

を提示してきた。

《これまで提示してきた目標達成マネジメントツール》

①学校評価の４点セット

→ 校長のリーダーシップの下、学校教育課題の解決に向けて組織的に取り組む

ために、重点目標を焦点化・具体化した上で作成する様式のこと（重点目標、

達成指標、重点的取組、取組指標）。

(平成25年４月１日付け通知「芯の通った学校組織」の具体的な構築に向けて)

②授業改善の５点セット

→ 組織的な授業改善に向けて、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を

実働させるために作成する様式のこと（授業改善テーマ、授業改善の重点、取

組内容、取組指標、検証指標）。

（「目標達成に向けた組織的な授業改善」推進手引き 平成27年３月）

③目標協働達成の４点セット

→ 学校の重点目標達成に向けて、学校・家庭・地域が協働して取り組む事項を

設定する様式のこと（重点目標、達成指標、重点的取組、取組指標）。

（「目標協働達成」の一層の展開に向けた手引き 平成27年４月）

④学力向上プラン

→ 児童生徒の学力・学習状況や教育課程の実施状況を踏まえ、各学校が家庭や

地域の代表と協議した上で、学力向上の方策について策定する計画のこと。

（学力向上会議実施要項）

⑤体力向上プラン

→ 児童生徒の体力や生活習慣等の実態を踏まえ、体力向上に向けて体育主任等

を中心とした全教職員による組織的取組を進めるための計画のこと。

（体力向上プラン実施要項）

⑥不登校対策プラン

→ 児童生徒の不登校等の実態を踏まえ、不登校の未然防止、初期対応、復帰支援

に向け組織的取組を進めるための計画のこと。

（不登校対策プラン実施要項）

［資料＿報告①］
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《 現状・課題 》

○ 第４フェーズまでの取組により、各学校ではマネジメントツールを活用した

取組が進められているが、マネジメントツールの相互関連性が意識されていな

い、様々なマネジメントツールを順次提示してきたために全体像が分かりにく

いといった指摘がある。

第５フェーズの取組

○ 各学校において「学校評価の４点セット」等の各種マネジメントツールを活

用する際には、下記①～③を踏まえ、（ⅰ）～（ⅴ）のとおり連動性を確保す

る必要がある。（31頁参照）

① 「学校評価の４点セット」は、最上位のマネジメントツールとして位置付

けられるべきものである。その上で、各種マネジメントツールの相互関連性

を意識しながら各種様式・計画を作成し、日々の教育実践を行う必要がある。

② 「学力向上プラン」、「体力向上プラン」、「不登校対策プラン」は、「学校

評価の４点セット」おいて目標の重点化・焦点化を進めてきたことも踏まえ、

一般的に学校教育活動の中心課題である学力・体力向上、不登校対策に学校

全体で組織的に取り組むために別個に作成するものである。また、「授業改

善の５点セット」は学力向上に係る取組のうち授業改善に特化して作成する

ものである。

③ ①、②を踏まえ、「学校評価の４点セット」に授業改善に係る事項を盛り

込む場合には、「授業改善の５点セット」に反映させるとともに、学力・体

力向上や不登校対策に係る事項を盛り込む場合には、各プランの中にも同内

容を反映させる必要がある。また、検証・改善を繰り返す中で、「学校評価

の４点セット」や「授業改善の５点セット」の一部を変更する場合には、そ

の都度各プランに反映させる必要がある。

（ⅰ）「学校評価の４点セット」と「授業改善の５点セット」との連動

（※「学校評価の４点セット」に学力向上に関する事項を盛り込む場合）

「授業改善の５点セット」の【授業改善テーマ】は、「学校評価の４点

セット」の『重点目標』の達成を授業改善の観点から具体化したテーマと

する。ただし、「学校評価の４点セット」と「授業改善の５点セット」の

連動の具体については、『重点目標』や『重点的取組』が、どの程度焦点

化・具体化されているかによって様々なパターンが考えられる。

37頁の関係図のように「学校評価の４点セット」の『重点的取組』とし

て焦点化した授業改善の取組を設定する場合には、『重点的取組』が「授

業改善の５点セット」の【取組内容】と一致する場合もある。

［資料＿報告①］
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「授業改善５点セット」の【検証指標】の達成が「学校評価の４点セッ

ト」の学力向上に関する『達成指標』の達成に近付くように設計する。

（ⅱ）「学校評価の４点セット」、「授業改善の５点セット」と「学力向上プラン」

との連動（32頁参照）

「学力向上プラン」の【授業改善の取組】は「授業改善の５点セット」

を踏まえ記載する。

「学校評価の４点セット」に授業改善以外の学力向上に関する事項を盛

り込む場合には、その内容を「学力向上プラン」の【その他の学習指導の

取組】に反映させる。

（ⅲ）「学校評価の４点セット」と「目標協働達成の４点セット」との連動

「目標協働達成の４点セット」の家庭・地域による【重点的取組】は、

「学校評価の４点セット」の『重点目標』の達成に向け、家庭・地域が主

体的に取り組む事項を学校と家庭・地域が協議して設定する。

（ⅳ）｢目標協働達成の４点セット｣と｢学力向上プラン｣との連動（31頁参照）

（※「目標協働達成の４点セット」に学力向上に関する事項を盛り込む場合）

「目標協働達成の４点セット」における家庭、地域の取組のうち学力向

上に関する事項を「学力向上プラン」の【家庭・地域との協働】の取組に

反映する。

（ⅴ）「学校評価の４点セット」と「体力向上プラン」、「不登校対策プラン」と

の連動（34、35頁参照）

「学校評価の４点セット」に体力向上や不登校対策に関する事項を盛り

込む場合には、それぞれのプランに反映する。

取組の深化

○ 校種間連携を進める上で、各種マネジメントツールを活用（摺り合わせ、一

本化等）することが望ましい。

○ 学校・家庭・地域の協働（特に、目標協働達成の取組の全県展開）を推進す

る上で、「学校評価の４点セット」と「目標協働達成の４点セット」の統合も

検討する。

［資料＿報告①］
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２．目標達成・組織マネジメントの徹底

（１）「８つの観点」に基づく指導・支援

○ 目標達成・組織マネジメントの徹底を図るため、「８つの観点」に基づく取組を

進めてきているところであるが、特に観点４、観点５で課題が見られることから、

第５フェーズにおいては、「８つの観点」に基づく指導・支援を継続しつつ、特に

観点４、観点５を重点課題として進めていく。

《８つの観点》

１．学校の喫緊の課題を十分検討した上で、課題と重点目標を対応させること

２．取組指標は、実際に取り組むことによって、児童生徒が変わり、重点目標達

成に近付くことがイメージできる具体的なものとすること

３．「学校評価の４点セット」(重点目標、達成指標、重点的取組、取組指標)が、

全ての教職員に共有されるよう、会議での取り上げ方等を工夫すること

４．検証に当たっては、①取組指標に基づく取組状況をまず確認し、その上で、

②その取組により重点目標達成に近付けたかを検証し、年度の中でも取組指標、

重点的取組、達成指標を改善していくこと

５．目標管理制度と能力評価制度の連動、及び学校の重点目標・分掌等目標・自

己目標の連動により学校の組織力の向上等を図る教職員評価システムの趣旨を

一層徹底すること

６．それぞれの重点目標の達成を担う主任等を明らかにし、責任を与えること

７．意思決定がより効率的・効果的に行われるよう、運営委員会や職員会議で扱

う議題の整理や、職員会議によらない周知・徹底の工夫等を行うこと

８．主任制度・主任手当の趣旨が伝わるよう、人事異動に係る職員面談や年３回

の目標管理面談等の中で、主任手当の拠出の状況について確認するとともに、

法令の趣旨に則った指導を行うこと

１．学校の喫緊の課題を十分検討した上で、課題と重点目標を対応させること

○ 重点目標は、学校がその年度に達成すべき目標を焦点化して示す学校の方向

性を決めるものであり、学校全体の喫緊の課題は何であるかを十分検討して内容

を決める必要がある。そのため、学校評価や各種調査の結果、教員アンケート等

を活用し、丁寧に現状分析を行った上で、校長が考える学校の課題がストレート

に反映されたものとすることが重要である。

［資料＿報告①］
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２．取組指標は、実際に取り組むことによって、児童生徒が変わり、重点目標

達成に近付くことがイメージできる具体的なものとすること

○ 取組指標は、それに取り組むことによって児童生徒が変わり、重点目標達成

に近付けると全教職員が感じるものとする必要がある。このため「誰が」「何を」

「どれくらいの頻度で」行うかを可能な限り具体的に設定する必要がある。

３．「学校評価の４点セット」（重点目標、達成指標、重点的取組、取組指標）が、

全ての教職員に共有されるよう、会議での取り上げ方等を工夫すること

○ 学校が組織として教育活動を進めていく上で、重点目標をはじめとした４点

セットが、全ての教職員に共有されていることが重要である。そのためには、分

掌会議での検討、運営委員会での検討を経た上で４点セットを決定したり、４点

セットについて運営委員会や分掌会議で継続的に取り上げることなどにより、全

教職員への意識付けを図る工夫を行うことが必要である。

４．検証に当たっては、①取組指標に基づく取組状況をまず確認し、その上で、

②その取組により重点目標達成に近付けたかを検証し、年度の中でも取組指

標、重点的取組、達成指標を改善していくこと

○ 学校評価は、取り組んできたことを振り返り、取組の改善を進めることで、

より良い教育活動を展開するために行うものである（「改善のための評価」）。

そのため、検証に当たっては、達成指標の達成状況を確認するだけではなく、

取組指標で決めた内容に実際どれくらい取り組めたか、取り組めなかったとした

らどこに課題があったのかをしっかり確認する必要がある。その上で、その取組

によって重点目標達成に近付きつつあるかを検証し、取組内容や達成指標に無理

があったり、有効でなかったりした場合には、年度の中においても、短期で修正、

改善していくことが必要である。

《 現状・課題 》

○ 学期に１回以上という短期スパンでの検証・改善サイクルが定着してきてい

るが、中には取組指標に基づく取組状況のみをもって検証している事例や、達

成指標の達成状況の確認にとどまり、その要因分析等の検証が十分でない事例

が見られる。

○ 年１回しか実施されない調査結果のみを達成指標として設定しているため、

短期の検証・改善が困難な事例が見られる。

［資料＿報告①］
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第５フェーズの取組

① 検証・改善に当たっては、以下の手順で取り組む必要がある。【36頁参照】

（ⅰ）重点的取組の取組状況を取組指標に基づき検証する。

（ⅱ）重点的取組による重点目標の達成度合いを達成指標に照らして検証する。

（ⅲ）併せて達成指標・取組指標の妥当性を検証する。

（ⅳ）以上の検証を踏まえて改善方策（取組指標の向上・変更、重点的取組の深

堀り・追加・見直し、推進体制の見直し、達成指標の変更等）を検討する。

② 短期の検証・改善サイクルを機能させるため、例えば、各学校における定期

考査、単元テストや国・県等が実施する複数の学力調査の活用等、達成指標の

設定を工夫する必要がある。

５．目標管理制度と能力評価制度の連動、及び学校の重点目標・分掌等目標・

自己目標の連動により学校の組織力の向上等を図る教職員評価システムの趣

旨を一層徹底すること

○ 教職員評価システムは、目標管理制度と能力評価制度の連動により、学校の

組織力の向上や教職員の資質向上を図るものである。特に、地方公務員法が改正

され、人事評価が任用、給与、分限等の基礎として活用することとされている中、

教職員評価システムが適切に機能するよう、このような趣旨やその仕組みについ

て教職員に周知することが必要である。

また、学校の重点目標・分掌等目標・自己目標が一層連動するために、主任

等が分掌に所属する教職員の目標設定に対して指導・助言を行うよう努める必要

がある。

《 現状・課題 》

○ 地方公務員法の改正を受けて、管理職は平成28年度から、一般職は平成29年

度から、教職員評価システムの評価結果が給与に反映されることから、「教職

員評価システム実施手引（平成28年３月改訂）」を踏まえ、教職員評価システ

ムの趣旨を一層徹底する必要がある。

○ 学校の重点目標・分掌等目標・自己目標の連動性の確保と管理職・主任等に

よる各教職員の自己目標に関する指導・助言が一層重要となる。

［資料＿報告①］
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第５フェーズの取組

① 管理職は、教職員評価システムにおいて実施する年３回の面談等を活用し、

学校の重点目標達成に向けて、各教職員に組織としての役割や期待することな

どを伝えた上で、学校の重点目標と自己目標の連動について指導・助言を行う。

② 主任等は、学校の重点目標達成に向けて、分掌に所属する教職員の役割を明

確にした上で、担当する分掌等目標と当該分掌に所属する教職員の自己目標と

の連動を図る。また、分掌に所属する教職員の取組状況の把握に努め、必要に

応じて指導・助言を行う。

※ 「学校評価の４点セット」等の見直しに合わせて、自己目標の【具体的な取

組】を変更することはあり得るが、自己目標の【目標項目】や【達成された姿】

は年度を見通して設定することが肝要であり、人事評価の性質にも鑑み、原則

として年度の途中での変更は行わない。

６．それぞれの重点目標の達成を担う主任等を明らかにし、責任を与えること

○ 学校が、目標達成に向けた組織的な取組を進める上で、それぞれの重点目標

に関し、分掌等をまとめ、その達成を責任者として担う主任等を明らかにするこ

とが重要である。それにより、主任等が教職員に指導・助言を行いながら分掌等

をまとめる意識の向上を図ることができる。また、そのことを学校要覧等の中で

明示することで、他の教職員への意識付けを図ることもできる。

７．意思決定がより効率的・効果的に行われるよう、運営委員会や職員会議で

扱う議題の整理や、職員会議によらない周知・徹底の工夫等を行うこと

○ 運営委員会は、分掌間の連絡調整を図りながら、校長の意思決定の迅速化、

効率化を図るため設けられている。どの議題を運営委員会や職員会議で扱うかは

校長の判断次第であり、「議論のための議論」に時間が浪費されないよう、また、

重要な事項を運営委員会でしっかり議論する時間が確保されるよう、運営委員会

や職員会議で扱う議題を校長が取捨選択し、意思決定を効率的・効果的に行うこ

とが必要である。

また、行事情報等の周知が職員会議で行われる場合が多いが、例えば文書の

配付や黒板への掲示等により行うことで職員会議の時間を効率化し、子どもと向

き合う時間を増やすなどの工夫も必要である。

［資料＿報告①］

-11-
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８．主任制度・主任手当の趣旨が伝わるよう、人事異動に係る職員面談や年３

回の目標管理面談等の中で、主任手当の拠出の状況について確認するととも

に、法令の趣旨に則った指導を行うこと

○ 主任手当の拠出については、主任制度の趣旨に反し、県民からの信頼を損な

いかねないものである。人事異動に係る職員面談や年３回の目標管理面談等の中

で、引き続き法令の趣旨に則った指導を行う必要がある。

（２）主任手当の趣旨の徹底

○ 平成24年度の「芯の通った学校組織」の取組開始以来、主要主任等の学校運営

への参画意識は向上し、主要主任等としての職責をしっかり果たしつつある。

主任の職務の重要性を評価するため支給している主任手当を拠出する行為は、

その努力を自ら否定する行為であり、保護者をはじめ県民に主任の職責を果たして

いないのではといった不信感を抱かせる行為でもある。また、主任手当は、教員へ

の給与の優遇措置の一環として支給されているが、それを拠出する行為は、優遇措

置そのものへの疑問を惹起させかねない。

○ このため、「活用推進プラン」では、市町村教育委員会と連携して以下のことに

取り組むこととしている。

①主任手当の拠出に関する継続的な調査と市町村毎の公表

主任手当の拠出の実態を把握するため継続的に調査を行うとともに、市町

村間で拠出の実態に大きな差があることに鑑み、市町村毎の状況を公表する。

②県・市町村教育委員会の連名による職員団体への要請

平成26年度中に、県・市町村教育委員会の連名で、職員団体に対し、組合

員に主任手当の拠出を求め又は拠出を促すことのないよう要請する。また、

今後の主任手当拠出の状況に応じ、継続的に要請を行う。

③校長等への任用に当たっての資質の確認

「求める管理職像」は、「主任制度の趣旨を踏まえ、学校改革に取り組む意

欲に富んでいる者」である。校長・教頭等への任用等に当たっては、このよ

うな資質を備えているかどうかを確認する。

④主要主任の承認要件の設定

学校が主要主任を任命するに当たっては教育委員会の事前承認が必要とな

っているが、承認の際の要件を、県教育委員会として設定・明示するととも

に、市町村教育委員会でも設定・明示するよう促す。

［資料＿報告①］

-12-
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第５フェーズの取組

○ 第４フェーズの状況を踏まえ、次のとおり取組を継続する。

①⇒平成27年度に実施した主任手当拠出の実態調査では、県及び全ての市町村

で主任手当の拠出ゼロとなっているが、引き続き実態調査を実施するなど

主任制度の趣旨の徹底を図る。

②⇒職員団体が運動方針から主任手当の拠出に関する内容を取り下げているこ

とから、引き続き状況を注視し、必要に応じて対応を検討する。

③⇒「求める管理職像」を踏まえ、引き続き採用資格保有者選考の中で資質を

確認する。

④⇒全ての市町村教育委員会で主任の承認要件が設定されたので、当該承認要

件を踏まえた適切な任命がなされるよう引き続き促していく。

［資料＿報告①］
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３．一層の活用の推進

（１）組織的な授業改善の推進

○ 学校の教育活動の中心は授業であり、「芯の通った学校組織」の考え方やツール

が、組織的な授業改善のために活用されることが重要である。

○ 各学校においては、「『目標達成に向けた組織的な授業改善』推進手引き」を参考

に組織的な授業改善が進みつつある。小学校においては、授業改善の成果が学力調

査結果等にも表れつつあるが、小・中学校ともに依然として課題が見られることか

ら同手引きの活用による授業改善を一層進める。

○ また、「中学校学力対策 ３つの提言（平成28年２月）」についても、「芯の通っ

た学校組織」の取組の一環として位置付け、提言に沿った取組を進めることとする。

◆「『目標達成に向けた組織的な授業改善』推進手引き」の活用

《 現状・課題 》

○ 「授業改善の５点セット」の【検証指標】の設定に問題があり、授業改善の

取組に係る効果検証が困難となっている場合がある。

○ 管理職がリーダーシップやマネジメントシップを十分発揮できず、授業改善

を組織的に進める体制が整っていない場合や、授業改善が研究主任や一部の教

員任せになっており、全教員で取り組めていない場合がある。

○ 県教育委員会が実施したアンケート調査（平成28年１月）によれば、全県の

約90％で「新大分スタンダード」を意識した授業が行われているが、「めあて

や課題」の質や評価規準の設定等に問題が散見される。

第５フェーズの取組

① 小・中学校教育課程大分県研究協議会（総則部会）において、「授業改善の

５点セット」の設定、検証・改善の在り方、組織体制づくりについて協議し、

組織的な授業改善の進め方について理解を深める。

② 目的を明確にした、教科共通の視点による互見授業・提案授業・研究協議が

実施されるよう、指導主事が学校訪問や各種研究会等で具体的に指導する。

③ 各教育事務所が実施する地域授業改善協議会において、授業改善に果たす管

理職等の役割について協議し、管理職の自覚とリーダーシップを促す。

④ 管理職等による「授業観察シート」を用いた授業観察を継続し、指導助言を

通して教員一人一人の授業改善に積極的に関わるよう促す。

［資料＿報告①］

-14-
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⑤ 組織的な授業改善の好事例を県教育委員会のホームページに掲載する。

《問題解決のヒントになりそうな取組事例》

（ⅰ）「授業改善の５点セット」の設定例（37頁参照）

「学校評価の４点セット」の『重点目標』が「授業改善による学力向上」に焦点化

されている。そのため、『重点的取組』の一部と「授業改善の５点セット」の【取組内

容】を一致させることが可能となり、学校の目標達成に向けた取組として授業改善を

明確に位置付けることができている。

（ⅱ）取組指標の再設定の例（38頁参照）

取組指標に基づく数値による検証に加えて取組の成果や課題の具体を共有し、丁寧

に分析した上で取組指標をより具体化して再設定している。教員のキャリアや授業改

善への意識レベルが多岐にわたる学校では、ＫＪ法等を活用し、実践上の悩みや困り

を出し合ったり、目指す授業像を再確認したりすることが、ベクトルを合わせる上で

有効である。

（ⅲ）短期の検証・改善を繰り返して授業改善を進めた例（39頁参照）

２学期当初に提示された進行管理表により、授業改善の重点が【取組内容①】から

【取組内容②】に移行していく流れが示され、全ての教員が見通しを持って授業改善

に取り組むことができている。また、１か月ごとに取組を検証し、改善のためのアク

ションが具体的に示されている。

（ⅳ）研究主任と教務主任の役割分担の例（40頁参照）

教務主任と研究主任の役割分担が明確であり、連携した学力向上の取組が期待でき

る体制となっている。

（ⅴ）アンケート調査によらない検証指標の例

多くの学校では検証指標として、児童生徒のアンケート調査を用いている。アンケ

ート調査の結果以外では、次のような検証指標の設定が考えられる。

単元末テストや定期考査の活用

（例）どの教科も単元末テストに80字程度で記述させる問題を設定し、条件に応じ

て書くことができる生徒を80％以上にする。

単元の評価規準の活用

（例）算数の「数学的な考え方」の評価規準に照らし合わせて「Ｂ おおむね満足

できる状況」以上の児童を95％以上にする。

育てたい資質・能力に着目して作成したルーブリックの活用

（例）10月までにレベル４の児童を80％以上にする

［資料＿報告①］

-15-
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◆中学校における学力向上対策

《 現状・課題 》

○ 平成27年度の全国学力・学習状況調査の結果において、中学校３教科５区分

のうち、平均正答率が全国平均を上回ったのは国語Ａのみである。

○ 伸び悩む中学生の学力について問題を掘り下げ、改善策を明らかにするため、

「中学校学力向上対策プロジェクト会議」において議論を重ね、「中学校の学

力向上に向けた改善 ７つのポイント」が提示された（42頁参照）。これを受

けて、全県的な重要性・緊急性に鑑み、重点化・焦点化した「中学校学力向上

対策 ３つの提言」を打ち出した（41頁参照）。

第５フェーズの取組

① 「中学校学力向上対策 ３つの提言」の趣旨について、市町村教育長会議や

学力向上検証会議、地域授業改善協議会等の各種会議で説明し、提言に基づく

取組を進める。

② 「教科担任のタテ持ち」「近隣校と連携した教科部会の開催」「生徒による授

業評価を活用した授業改善」等の取組状況調査を実施し、次年度以降の事業設

計や市町村学力向上アクションプランの策定に生かす。

③ 主幹教諭や指導教諭を対象に、先進地から講師を招聘した講演会や先進地研

修を実施する。

参考 広島県教育センター 「授業研究ハンドブック」

［資料＿報告①］
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（２）組織的な体力向上の推進

○ 体力向上に関する検証・改善サイクルを確立し、体力向上に向けた取組を全教

職員により組織的かつ計画的に進めるため、平成25年度から「一校一実践」の取組

の普及・促進を図っている。組織的な体力向上の推進のため、以下のような取組を

行うこととしているが、各学校においても体力調査等の課題を踏まえた取組を行っ

ていく必要がある。

①体力向上に係る推進校の指定による支援

・ 体力向上に係る推進校を指定し、指定校の先導的な取組を他校へ波及さ

せる。

②体力向上に係る連絡協議会の開催による情報共有

・ 体育専科教員、中学校の体育推進教員、市町村教育委員会等による連絡

協議会を開催し、体力向上に係る取組状況や課題について情報共有を図り、

全県の学校の取組改善につなげる。

③「一校一実践」の効果的な取組事例の紹介

・ 県教育委員会のホームページや「教育庁チャンネル」で「一校一実践」

の効果的な事例を紹介し、取組の充実を図る。

《 現状・課題 》

○ 「体力向上プラン」や「一校一実践」の取組の位置付けや、両者の関係性が

必ずしも明確でない。

○ 体力・運動能力等調査結果によれば、中・高等学校女子生徒の運動実施率に

課題が大きい。

第５フェーズの取組

① 「体力向上プラン」と「一校一実践」の取組の位置付けを明確化し、体力向

上に関する検証・改善サイクルの確立を図る。（34頁参照）

② 女子生徒が運動に向かう取組の好事例を収集・発信し、取組の充実を図る。

［資料＿報告①］
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（３）組織的な生徒指導の推進

○ 不登校対策では、学校復帰支援に意識が向きがちだが、何より「分かる授業」を

中核に登校したくなる「楽しい学校」づくりを行うことが最も重要である（＝「未

然防止」）。このため、生徒指導の三機能を意識した学級づくりや授業の積み重ね、

学校行事等を通じて、全ての児童生徒に自己存在感、分かる喜び、集団で協働する

楽しさ等を感じさせる必要がある。また、対人関係の困りや行動上の顕著な特性に

より不登校になる場合もあるため、特別支援教育の観点を持った児童生徒理解を進

めることも重要である。

○ 不登校の初期段階においては、長期間の欠席につながらないよう、家庭と連携

を図りながら児童生徒に適切な登校支援を行うことが必要である（＝「初期対応」）。

その際、学校全体での組織的な対応が必要であり、不登校対策委員会を核に管理職

や学年主任等関係職員の連携を密にしながら対応することが求められる。

未然防止・初期対応・学校復帰支援

＜未然防止＞

①「絆」と「居場所」を意識した学級づくり

②「新大分スタンダード」に基づく、生徒指導の三機能を意識した授業改善

＜初期対応＞

○不登校防止の初期対応の原則の徹底

「あったかハート１・２・３」

１ 欠席１日目：電話連絡（状況確認、受診確認、励まし等）

２ 欠席２日目：電話又は家庭訪問（状況確認、受診確認、励まし等）

※必要に応じ家庭訪問

３ 欠席３日目：家庭訪問（最近の様子を含めた状況確認、受診確認、

再登校の不安の解消や励まし等）

◇ 欠席３日以上 組織対応開始（校内不登校対策委員会が中心）

・ 対応策の検討、対応計画の作成

・ 必要に応じて関係機関にも出席を依頼

・ 市町村教委への報告

・ 改善が見込まれない場合は対応策の見直し・修正

＜学校復帰支援＞

○関係機関と連携した学校復帰支援

・スクールカウンセラーのアセスメント等を活用し、福祉機関や医療機関と連

携した学校復帰の支援を行う。

・学校と家庭、教育支援センターが個別の不登校児童生徒の学校復帰支援計画

を策定し、情報交換を密にしながら、段階的な登校支援を実施する。

［資料＿報告①］
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組織的な不登校対応の推進

○ 未然防止・初期対応・学校復帰支援は、学級担任など一部の教員に任せること

なく、学校全体で推進する必要がある。そのような組織的な不登校対応を進める上

で、各学校の不登校対策委員会の役割が重要である。

○不登校対策委員会活性化のための指導・支援

・不登校対策委員会を活用した不登校対策が推進されるよう、「不登校対策プ

ラン」の作成を促すとともに、必要な指導・支援を行う。

○地域不登校防止推進教員による支援

・未然防止・初期対応・学校復帰支援の各段階において適切な不登校対応が

できるよう、「市町村不登校対策アクションプラン」に応じて地域不登校防

止推進教員を配置し、以下の取組等を行うこととする。

①各学校での欠席状況を踏まえて、学校と関係機関が早期に連携できるよ

うコーディネートする。

②地域の不登校防止研修会において講師を務め、「あったかハート１・２・

３」をはじめ、教職員の不登校対応に関するスキルアップを行う。

③不登校防止に効果的な小中連携の取組を推進する。

《 現状・課題 》

○ 「不登校対策プラン」の位置付けや検証・改善方法が明確でない。

○ 「あったかハート１・２・３」の取組は県全体に浸透してきているものの、

引き続き、未然防止に向けて生徒指導の三機能を意識した日常の授業改善や児

童生徒の居場所づくり・絆づくりに取り組んでいく必要がある。

○ 不登校対策委員会が定期的に開催されていない場合が見られる。また、生活

指導・生徒指導担当と学級担任を中心として不登校対応を行っているものの、

対応状況について他の教職員と情報共有されていない状況も見られる。

第５フェーズの取組

① 「不登校対策プラン」の位置付け及び検証・改善方法を明確化する（35頁参

照）。各学校においては、「市町村不登校対策アクションプラン」に基づき、年

度途中でも検証・改善が可能な「不登校対策プラン」を策定し、不登校対策の

充実を図る。

② 地域不登校防止推進教員は、各地域における不登校対策委員会の活性化に向

けた支援とともに、「不登校対策プラン」の検証・改善に向けた支援も行う。

［資料＿報告①］
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③ 不登校の未然防止や初期対応のために、全ての学校において不登校対策委員

会の定期的な開催を徹底し、組織的な対応を推進する。

④ 不登校等の早期解決に向け、スクールカウンセラー（ＳＣ)やスクールソー

シャルワーカー（ＳＳＷ）を活用する。また、ＳＳＷの配置・活用など、学校

現場において、家庭環境に起因する様々な課題を抱える児童生徒を早期に生活

支援等の関係機関に繋げることができる体制づくりを促進する。

【ＳＣ、ＳＳＷの主な役割】

ＳＣ ＳＳＷ

・問題を抱える児童生徒やその保護者の心 ・問題を抱える児童生徒やその保護者が置

理的内面への働きかけ かれた環境への働きかけ

・学校内外のケース会議における指導･助言 ・関係機関（児童相談所、福祉事務所等）

・保護者、教職員等に対する支援・相談・ とのネットワークの構築・連携・調整

情報提供 ・学校内外におけるケース会議の構築･支援

・保護者、教職員等に対する支援・相談・

情報提供

（４）学校・家庭・地域の協働

○ 子どもたちの力と意欲を伸ばしていくには、学校・家庭・地域が子どもの状況

やより良い育ちに向けた目標を共有した上で、互いに協力して取り組んでいくこと

が重要である。

○ 各学校では、「芯の通った学校組織」の取組の中で、目標や取組の焦点化、検証

可能な指標の設定等が行われており、それらを学校便りやホームページ等を通じて

保護者や地域住民に周知するなど情報共有が進みつつある。他方で、学校が家庭や

地域と、学校評価の結果を踏まえ「改善の手立て」について話し合うような機会を

設けている学校は依然少ない。

○ 子どものより良い育ちに向けて学校・家庭・地域の連携を一層深める上で、学

校からの一方的な説明や情報共有に止まることなく、共通の目標の下、意思疎通を

図りながら、それぞれが必要な取組を行い連携を進めていく、学校・家庭・地域の

「協働」が求められる。

（目標協働達成校）

○ 県教育委員会では、小・中学校38校をモデル校として指定し、目標協働達成の

取組を推進してきた。「目標協働達成校」では、「学校評価の４点セット」をベース

とした「目標協働達成の４点セット」を作成し、取組を進めている。

［資料＿報告①］
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（コミュニティ・スクール（ＣＳ））

○ ここ数年ＣＳを導入する学校が増えている。これは、ＣＳが学校改善や学力向

上・生徒指導等の教育課題解決に有効な仕組みである、との捉えが普及しつつある

ためと考えられる。共通の目標の下、学校・家庭・地域が協働する取組を先進的に

進める学校の在り方として、今後もＣＳの積極的な活用が期待される。

（学力向上会議）

○ 学校・家庭・地域の連携を図る場として、年間２回（原則８月・２月）の学力

向上会議がある。学力向上会議は、学校が自校の学力の状況や学力向上の取組等に

ついて保護者や地域住民と共有する場であるが、学校からの説明に終始し、必ずし

も連携の深まりが十分図られていない場合が見られた。このため、学校・家庭・地

域の協働により、子どもたちのより良い育ちに向けて効果的な取組が行われるよう、

学力向上会議の在り方を見直したところである。

○「目標協働達成校」の推進

・目標協働達成の取組の推進と県全体への普及を図る。

○ＣＳの推進

・ＣＳの成果と課題を明らかにしながら、その推進を図る。

○学力向上会議の発展的な見直し

・学力向上会議を発展的に見直し、子どものより良い育ちに向けて学校・家

庭・地域が「協働」を進める場とする。

《 現状・課題 》

（目標協働達成の取組）

○ 目標協働達成モデル校をはじめ、目標協働達成の取組を進めている学校では、

重点目標に掲げた学力向上等に相応の成果が見られるとともに、家庭や地域の

学校への関心が高まるといった効果も現れている。

○ 他方で、家庭・地域の主体的な取組をより多くの人に広げる工夫や、家庭の

取組に比べ、地域の取組を推進することの難しさといった課題もある。

（学力向上会議）

○ 学力向上に向けた家庭・地域との協働の取組が進んできたが、未だ学校の取

組等の説明に終始し、協働を進める場となっていない学校がある。

［資料＿報告①］
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第５フェーズの取組

（目標協働達成の取組、ＣＳ）

① 目標協働達成モデル校における２年間の取組を総括した報告書を踏まえ、県

全体への普及・促進を図る。

② ＣＳの成果と課題を明らかにするため、先進事例の調査・分析を行うととも

に、その導入促進や取組の充実に向けた方策を検討する。

（学力向上会議）

○ 学校・家庭・地域が児童生徒の学力や学習状況を共通理解し、「協働」によ

る学力向上の取組が充実する会議となるよう、引き続き指導・支援を行う。

取組の深化

○ 学校運営方針の承認権限の付与など制度的枠組みとして学校・家庭・地域の

協働を進めるＣＳと、「目標協働達成の４点セット」を活用して教育実践にお

ける学校・家庭・地域の協働を進める目標協働達成の取組の相互関連性を念頭

に、目標協働達成の取組の蓄積をベースとしたＣＳの導入促進、ＣＳ導入校で

の「目標協働達成の４点セット」の活用促進等、両者の一体的な普及・促進を

図る。

○ 中央教育審議会答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地

域の連携・協働の在り方について」を受けた国の動向を注視しつつ、ＣＳの更

なる普及・促進策や、学校教育・社会教育両面から学校・家庭・地域の協働の

推進方策を検討する。

［資料＿報告①］
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４．推進方策

（１）学校マネジメント研修の充実

○ 「芯の通った学校組織」の一層の活用推進に向けて、組織的な授業改善や生徒

指導等、学校の実態に応じた実践的なマネジメント研修の推進が求められることか

ら、研修の体系性を維持しつつ、以下のとおり学校マネジメント研修の更なる充実

を図ることとしている。

○主要主任等の研修機会の充実

・教務主任研修を他の主要主任等が受講することを可能とする。

○若手教職員の研修の充実

・若手教職員対象のマネジメント要素を含む研修の内容を更に充実する。

○組織的な授業改善や生徒指導のための研修の推進

・授業力向上に資する、「『目標達成に向けた組織的な授業改善』推進手引き」

を活用した研修を実施する。

・新たに小中学校生徒指導主任を対象とした研修を実施する。

○効果的な取組事例の紹介

・各学校の効果的な取組を集約した「取組事例集」(平成26年10月)を周知するとと

もに、必要に応じ改訂しながら、会議や研修等で活用する。

○先進地研修の継続

・学校での組織的な取組を進めている先進地への実地研修を引き続き行う。

《 現状・課題 》

○ 学校マネジメント研修としての主要主任研修を次のとおり拡大した。

・新任教務主任研修（小・中）を他の主要主任も受講可能に（平成27年度～）

・いじめ・不登校問題に組織的に対応できるよう、生徒指導主任研修（小・中）

を新設（平成27年度～）

○ アクティブ・ラーニングを取り入れた研修や「新大分スタンダード」を踏ま

えた研修等、学習指導要領の改訂を見据えた組織的な授業改善のための研修を

導入した（平成27年度～）。

第５フェーズの取組

① 引き続き、新任教務主任研修（小・中）、新任生徒指導主任研修（小・中）

を他の主要主任も受講可能とする。

［資料＿報告①］
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② 組織的な授業改善の推進に向けて、研究主任研修（小・中）を新設する。

③ 若手教職員を対象とした「ＯＪＴの手引き（平成28年３月）」の活用・促進

を図る。

（２）教育事務所による指導・支援

○ 教育事務所は、所長、次長、管理主事、学校改革担当指導主事を中心に、年間

２回以上、市町村教育委員会と連携して全ての小・中学校を訪問し、学校マネジメ

ント等に係る指導・支援を行ってきた。

○ 教育事務所は、少なくとも年間２回、全ての学校への訪問指導を実施する。

○ その上で、毎年度、市町村教育委員会と協議し、協議結果を踏まえて、追加

的な訪問指導を行う。

○ 訪問の際には、以下を中心に、学校マネジメント、カリキュラム・マネジメ

ントの観点から、前年度や前回の訪問を踏まえた指導を行う。

・「８つの観点」に関連した取組の徹底

・校内研究を中心とした組織的な授業改善の推進

・「一校一実践」の取組等、体力向上のための組織的な取組の推進

・不登校対応等、組織的な生徒指導の推進

・学力向上会議等を活用した学校・家庭・地域の協働の推進

・加配が配当されている場合は、その活用状況の確認・指導

《 現状・課題 》

○ 教育事務所による指導・支援の平準化と更なる向上を図るため、一定の共通

事項を設けた上で、地域の実情を踏まえた指導･支援体制の充実を図る必要が

ある。

第５フェーズの取組

（教育事務所による学校訪問）

① 教育事務所は、少なくとも年間２回、全ての学校への訪問指導を実施する。

その上で、市町村教育委員会と協議し、協議結果を踏まえて追加的な訪問指導

を行う。なお、学校訪問に際しては、各学校の実態に応じた効果的な指導・支

援を行うため、十分な協議時間の確保に努める。

［資料＿報告①］
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② 客観的なデータを踏まえた効果的な指導・支援を行うため、学校訪問の際に

は学力調査・体力調査結果、いじめ・不登校等数の確認を行うとともに３頁に

記載した各種目標達成マネジメントツールを用いて協議を行う。

③ １回目の訪問では、年度を跨ぐ学校運営体制の変化を念頭に、学校運営体制・

組織マネジメントの在り方や「芯の通った学校組織」の取組の定着状況を中心

に指導・支援を行う。２回目の訪問では、各種目標達成マネジメントツールを

活用した検証・改善の在り方を中心に指導・支援を行う。

④ ミドルリーダー育成の観点から、学校訪問の際には、主幹教諭・教務主任等

が同席し、学校説明等を担うことを推奨する。なお、小規模校等において校務

等の兼ね合いから同席が困難な場合は、その限りでない。

⑤ 学校事務職員の学校経営への参画意識を高める観点から、学校支援センター

設置校への訪問時には学校支援センター所長が同席するよう促す。また、併せ

て教育事務所による学校支援センター訪問も考えられる。

⑥ 他教育事務所の指導や他地域の教育実践等について学ぶ機会とするため、教

育事務所の学校改革担当指導主事等は他の５教育事務所による学校訪問に最低

１回ずつ（計５回）同行する。

⑦ 効果的・効率的な学校訪問を行うため、本庁各課・室と教育事務所の間で課

題認識の共有を図るとともに、可能な限り本庁各課・室と教育事務所による学

校訪問等の摺り合わせを行う。

（市町村教育委員会との連携）

○ 市町村教育委員会との連携強化を図るため、各教育事務所は管内の教育長会

議や指導主事による連絡会等を通じて管内の学校に対する指導・支援事項の更

なる共有を図る。

取組の深化

① 市町村教育委員会との一層の連携強化を図るため、教育長会議や分野別担当

課長会議等の充実策を検討する。

② 学校事務職員の学校経営への参画意識を高める観点から、各学校支援センタ

ー管下の学校訪問の都度、所長等の同席を求めることを検討する。

［資料＿報告①］
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（３）県立学校に対する指導

◆学校マネジメントの推進

○ 各学校において各年度に重点的に取り組むべき目標や取組を絞り込み、焦点

化を図るとともに、目標達成に向けた取組状況に係る県教育委員会による把握・

指導を推進する。

○重点目標の重点化・焦点化

・各学校の重点目標を絞り込み、原則３つ以内とするよう徹底する。

・各学校の取組指標を絞り込み、１つの重点目標に対し３～４つ程度とす

るよう徹底する。

○学校評価の状況に係る面談の実施

・重点目標の達成状況について教育長等による面談を行い、目標達成に向

けた取組状況に係る把握・指導を行う。

（年度当初：教育長・教育次長 年度末：教育次長）

第５フェーズの取組

① 学校マネジメント推進の観点から、県立学校においても引き続き年間２

回以上、全ての学校を訪問する。また、ミドルリーダー育成の観点から、

学校訪問の際には主幹教諭・教務主任等が同席する。

② 学校評価の状況に係る教育長等の面談については、地域別・学科別等の

グループ別協議の形で設定する。

◆学校全体での授業改善の推進

○ 高校において、思考力・判断力・表現力等を育成する授業改善が学校全体で

進むよう、以下のことに取り組むこととする。

○「県立高等学校授業改善実施要領」に基づく指導

・思考力・判断力・表現力等を育成するため「県立高等学校授業改善実施

要領」に基づき各学校への指導を行う。

・各学校においては、校長のリーダーシップの下、教務主任が中心となり、

教科主任と連携しながら組織的に授業改善を進めるよう指導を行う。

○ また、特別支援学校においては、思考力・判断力・表現力等の育成に留意し

つつ、障がいの状態の改善・克服、卒業後の自立や社会参加も見据えた授業改善

に学校全体で取り組むこととする。

［資料＿報告①］
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《 現状・課題 》

（高等学校）

○ 高等学校では、一方向的な知識伝達型の授業から、生徒の主体的・協働

的な活動を積極的に取り入れた授業への転換が課題となっている。

○ 「授業改善スクールプラン」、「授業改善マイプラン」に基づく授業改善

の取組を進めており、学校全体で取り組む校内授業研究会が定着してきた。

また、教科会議が研修の場として機能する学校が増加してきた。

（特別支援学校）

○ 独自の指導領域である「生活単元学習」、「作業学習」等を教育課程に位

置付ける特別支援学校では、その目標や指導内容の具体化・段階化に取り

組んでいる。

○ 学部を越えた互見授業を通して、教員一人一人が指導・支援の手立ての

改善に取り組んでいる。また、「授業力診断シート」による自己診断を行い、

自己の課題を明確にして授業改善に取り組む学校もある。

○ 各教員の特別支援教育経験年数等が異なるため、経験豊富な教員が各学

部・各授業グループの授業構想等を主導しがちである。

第５フェーズの取組

（高等学校）

○ 「県立高等学校授業改善実施要領」を踏まえ、「授業改善スクールプラン」、

「授業改善マイプラン」に基づく全教科・全教員での授業改善を推進する。

（特別支援学校）

○ ミドルリーダーを活用した特別支援教育に関する教員全体の資質向上の

取組と、互見授業等による授業評価とを連動させ、組織的な授業改善に取

り組む。

◆学部主事の位置付けの明確化

○ 今後一層の働きが期待される特別支援学校の学部主事の位置付けの明確化を

図る。

○学部主事の位置付けの検討

・学部主事の学校組織における役割に鑑み、その位置付けを検討していく。

［資料＿報告①］
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《 現状・課題 》

○ 学部主事は、幼・小・中・高の各学部の教育課程の編成、幼児児童生徒

の安全管理、学部の教員間や保護者との連絡調整、学部相互の行事調整等

を円滑に行うための重要な役割を担っている。今後、主幹教諭・指導教諭

の配置を推進する上で、役割の明確化が必要である。

第５フェーズの取組

○ 主幹教諭・指導教諭の配置・活用の推進に向け、学部経営の強化、授業

改善の推進における学部主事の役割・位置付けの明確化を図る。

◆「個別の指導計画」の質の向上

○ 「個別の指導計画」の質の向上のため、管理職に加え教務主任・学部主事等

が指導・助言を行う体制の一層の徹底を図る。

○指導・助言体制の確立

・「個別の指導計画」の作成・評価について、管理職に加え教務主任・学部

主事等が指導・助言を組織的に行う体制が徹底されるよう指導する。

《 現状・課題 》

○ 各単元・各題材で扱う指導内容の選定や指導目標の設定時のエビデンス

となる実態把握等について、学部内での共通理解が図られ、学部を越えた

指導の連続性・系統性という観点からの整理にも取り組んでいる。

○ 指導の目標や内容の具体性や発展性、特性を踏まえた指導・支援方法の

工夫、基準を明確にした学習評価等、個に応じた指導に関する課題が散見

される。

第５フェーズの取組

① 教育課程、「個別の指導計画」、個々の授業の連動性を確保するとともに、

「学校評価の４点セット」との関連性について共通理解を図り、検証・改

善サイクルを確立する。

② 学校訪問、授業研究会における「個別の指導計画」や授業実践に関する

指導・助言を通して、個に応じた指導の改善・充実を図る。

［資料＿報告①］
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（４）研修・会議等の精選

○ 「芯の通った学校組織」を一層推進するためには、教職員が学校マネジメント

に専念できる環境づくりが必要であり、子どもと向き合う時間を確保するためにも、

今後、学校の実態を改めて把握した上で、市町村教育委員会、教育関係団体及び教

育研究団体にも働きかけを行い、研修・会議等の精選・縮減に努める。

○教職員の研修・会議等の状況の把握

・県教育委員会、教育関係団体及び教育研究団体による教職員の研修・会議等

の状況を調査し、把握する。

○「学校現場の負担軽減のためのプロジェクトチーム」による取組

・「学校現場の負担軽減のためのプロジェクトチーム」の取組により、県教育

委員会が行う研修・会議を精選・縮減し、報告書等の簡素化を行う。

（研修・会議等の削減目標：平成22年度比30％削減）

○教育関係団体、教育研究団体への要請

・教育関係団体、教育研究団体に対して研修・会議の精選・縮減について働き

かけを行う。 （研修・会議等の削減目標：平成22年度比30％削減）

［資料＿報告①］
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５．その他

（１）「芯の通った学校組織」の取組の効果検証

第５フェーズの取組

① 各学校における目標達成・組織マネジメントの定着状況を客観的に把握・点検

できるよう、「８つの観点」に係る共通の評価基準を設定する（43頁参照）。この

評価基準を用い、教育事務所による学校訪問等を通じて定着状況の把握に努めつ

つ、「『芯の通った学校組織』の確立」像を踏まえ、第５フェーズを通して全ての

学校において「８つの観点」全ての項目で「Ａ」への到達を目指す。

② 第５フェーズまでの「芯の通った学校組織」の取組を検証・総括するとともに、

「活用推進プラン」後の展開の検討に資するため、今夏を目途に改めて「芯の通

った学校組織」定着状況調査を実施する。

③ 県教育センターの調査研究機能を強化し、例えば、「芯の通った学校組織」の取

組状況や定着状況と学力・体力調査結果等とをクロス分析することにより、エビ

デンスに基づくより効果的な学校教育課題の解決方策を研究する。

（２）その他

第５フェーズの取組

①「教育県大分」創造に向けた地域別意見交換会の開催

・「教育県大分」の創造に向けて、従前の移動教育委員会・「小・中学校長との地

域別意見交換会」を発展的に見直し、県教育委員会（教育長・教育委員ほか）と

市町村教育委員会、小・中学校長等による「『教育県大分』創造に向けた地域別

意見交換会」を定期的に開催する。

②教育研究団体等の活用

・「教育県大分」の創造に向けて、教育研究団体等の活用方策について検討する。

③県立中学校への指導
・県立中学校においては、「活用推進プラン」及び本書に基づき「芯の通った学校

組織」の先駆的・模範的な取組を推進するとともに、「活用推進プラン」後の展

開も見据え、校種間連携等のモデルとなる取組を推進する。

④大分大学教育学部附属小・中学校との連携
・本県教育における大分大学教育学部附属小・中学校の位置付けや役割の重要性に

鑑み、優れた教育実践の普及に向けた連携強化を図る。

⑤県内大学等との連携強化
・高大接続改革や中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力

の向上について」を受けた国の動向を注視しつつ、「県教育委員会と大学の連
携協力に係る連絡協議会」の活性化等、県内大学等との連携強化を図る。

［資料＿報告①］
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おわりに

○ 第５フェーズでは、引き続き市町村教育委員会との緊密な連携の下、本書に沿

って「芯の通った学校組織」の確立を図ることで、子どもの力と意欲を一層伸ばせ

るよう取組を進めていく。

○ また、本書でも一部項目において「取組深化」の方向性を示したところである

が、第５フェーズの期間中には、「芯の通った学校組織」の取組の効果検証を踏ま

え、「活用推進プラン」後の展開について検討する予定である。

○ 第５フェーズで目標とする「『芯の通った学校組織』の確立」の上に取組の「質」

を追求するとともに、「大分県長期教育計画（『教育県大分』創造プラン2016）」を

踏まえ、縦と横を意識した「芯の通った学校組織」の取組深化の具体的方向性を検

討する必要がある。併せて、国が示した「次世代の学校・地域」創生プランに基づ

く教育改革や高大接続改革等を見据えた取組の展開方策についても検討の俎上にの

せる必要がある。

○ その際には、校種間連携の取組然り、「地域とともにある学校づくり」の取組然

り、県内各地域における先進的な取組の調査研究が求められる。また、「芯の通っ

た学校組織」の取組をベースとして各学校や地域の実情に応じた効果的取組が展開

されるためにも、学校現場や市町村教育委員会との意思疎通を密なものとする必要

がある。

○ 本書に沿った第５フェーズの取組、「活用推進プラン」後の展開を通じて、大分

県の全ての子どもたちが未来を切り拓く力と意欲を身に付けることができるよう、

「教育県大分」の創造に向けた取組を着実に進めていく。

［資料＿報告①］
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①
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。
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確
立
」
の
取
組
が
記
載
さ
れ
る
。
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家庭・
地域と
の協働

＜別紙＞「学校・家庭・地域の『協働』について」を参考に記入する。

児童
生徒
の
状況・
課題

※大分県学力定着状況調査や全国学力・学習
状況調査の結果等を踏まえて記述する。
　
※「授業改善テーマ」として取り上げた内容
に関する状況についても記述する。

※大分県学力定着状況調査や全国学力・学習
状況調査の質問紙調査結果等を踏まえて記述
する。

指導の
状況・
課題

※現在進行中の学力向上プランの「今後の具
体的な取組」の進捗状況を記述する。

※現在進行中の学力向上プランの「今後の具
体的な取組」の進捗状況を記述する。

今後
目指す
児童
生徒像

※「学校評価の４点セット」の学力向上に係る
【達成指標】等も念頭に具体的に記述する。

※「学校評価の４点セット」の学力向上に係る
【達成指標】等も念頭に具体的に記述する。

今後の
具体的
な取組

①授業改善の取組
※「授業改善の５点セット」の【取組内容】【取組指標】と一致する。
　
　「授業改善の５点セット」は、学力調査の結果を受けて県や市から提示される「指導改善の
ポイント」等を参考に見直し、必要に応じて変更する。
　 本プランは、変更されたものを反映して作成する。
　

②その他の学習指導の取組（補充指導・家庭学習指導・読書指導・教育課程の工夫等）
※「学校評価の４点セット」に関連事項が含まれる場合には、それらも記述する。

③学習状況改善の取組
※生活面全般ではなく、学力と相関関係の強いものを取り上げる。
　「学校評価の４点セット」に関連事項が含まれる場合には、それらも踏まえて記述する。

(様式例）
○○立○○○学校　学力向上プラン

学力状況について 学習状況について
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＜別紙＞

学校・家庭・地域の「協働」について

１ 学校・家庭・地域の「協働」とは

「学力向上プラン」における学校・家庭・地域の「協働」とは、学力向上に関し、焦

点化・具体化された学校の重点目標を家庭・地域と共有し、その達成に向けて学校・家

庭・地域がそれぞれの取組を進めるもの。

学校・家庭・地域は、重点目標達成に向けてそれぞれの重点的取組・取組指標を作成

し、実践・検証・改善を行う。

２ スケジュール

４月～７月：事前の準備や協議

８月：第１回学力向上会議

学力調査の結果等で判明した学力の状況や学校の取組の説明・協議

＋学校と協働した家庭・地域の取組の決定

９月～１月：学校・家庭・地域それぞれで取組を推進

２月：第２回学力向上会議

学校・家庭・地域の取組の状況と、次年度の課題や今後の取組について協議

３ 留意事項

(1)家庭との「協働」は必ず行い、地域との「協働」は可能な限り行う。

(2)家庭や地域での取組内容としては、家庭学習の充実や土曜教室への協力などのほか、

学力の礎である生活習慣の改善や体験活動の充実など幅広い取組が想定される。

(3)家庭・地域がそれぞれに検証・改善を行うことが難しい場合は、学校が支援しなが

ら進める。

（参考） 学校・家庭・地域の「協働」事例

重点目標 達成指標 重点的取組 取組指標

基礎・基
本の定着

○独自のチェッ
クテストを実施
し、本年度当初
の下位層の割
合を年度内に
半減する。

○単元まとめテ
スト６０点未満
の割合を半減
する。

学
校

○全ての子どもにめあてとまとめが
明確にわかる１時間完結型授業
を徹底する。

○スキルタイムを設定し、基礎・基
本の定着を図る。

○全教職員が学期に３回以上互見
授業に取り組む。

○スキルタイムを毎日朝読書の後、
全教職員で、
8:20～8:35の15分間実施。
月・水・金  算数 火・木  国語

家
庭

○家庭学習の徹底。

○アウトメディアの取組の推進。

○毎日、子どもに家庭学習（宿題）を
やったか声をかける。

○ノーテレビ･ノーゲーム週間を各学
期に１回実施する。

地
域

○学習サポーターの取組の充実。

○積極的な学校支援。

○地域の声を学校にとどける。

○年間20回、学びの教室学習サポー
ターとして毎回３人以上参加する。

○年間３回、学校行事（授業参観等）
に参加する。

○授業参観でのアンケートに協力し、
学校の取組について感想等を積極
的に述べる。
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平成２８年度体力向上プラン（記入要領）

　実態（課題）の把握
（１）体力調査結果等から
①総合評価（ＡＢＣＤＥ）　②合計得点　③各項目別に見る特徴的なこと

（２）生活習慣調査等から
①運動・スポーツに対する意識　②運動・スポーツの実施頻度
③朝食の摂取状況　④睡眠時間の状況　⑤家庭における運動習慣

（３）特徴的な様子から
（１）（２）以外から見た児童生徒の特徴的な様子

※重点目標は焦点化して設定してください

※以下の例を参考にして記入してください
①体力調査の総合評価ＡＢＣ群の割合を〇〇％増やす
②体力調査における全国平均以上の項目を〇〇割以上にする
③「ほとんど毎日運動する」児童生徒の割合を〇〇％増やす
④運動やスポーツが「好き・やや好き」と感じる児童生徒を〇〇％以上にする

※「②達成指標」の達成につながる取組を以下の視点を参考にして記入してください
①学校で
②家庭・地域と連携して

※この中の特徴的な取組が「一校一実践」となります

※「誰が」「何を」「どれくらいの頻度で」行うかがわかるように記入してください
 　「③重点的取組」に向けての過程（プロセス）を大切にします

　プランの検証と改善（検証頻度と検証方法）

【一校一実践タイトル名と取組内容の概要】

※「③重点的取組」の中から、学校の特徴的な取組を挙げて記入してください

【学校名】

取組の内容が概観できるようタイトル名を記載

①
重
点
目
標

②
達
成
指
標

③
重
点
的
取
組

④
取
組
指
標

以下を参考にして記入してください

①～④について、「学校評価の４点セット」の重点目標に体力関連の項目を設定

する場合には、「学校評価の４点セット」との関連性を意識してなるべく連動させる。
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平成２８年度不登校対策プラン（記入要領）

　実態（課題）の把握

（１）不登校等に関する状況について
※以下の点に留意して、自校の不登校等の状況を記入してください。
①国や県平均と比較した千人当たりの不登校児童生徒数の推移
②複数年度に渡り継続している不登校や、新規に不登校となった児童生徒数
③年間欠席日数が３０日以下あるいは９０日以上、出席日数が０日の児童生徒数　など

（２）自校の課題について

※重点目標は焦点化してください

※以下の記入例を参考にして記入してください
（１）新規の不登校児童生徒数を「０」にする
（２）不登校児童生徒の出現率を○○％以内にする
（３）「学校が楽しい」「授業がよく分かる」と感じる児童生徒を〇〇％以上にする
（４）月７日以上の不登校児童生徒数を○○％以下にする

※「②達成指標」の達成につながる取組を以下の３項目をベースとして記入してください
（１）「未然防止」
（２）「初期対応」
（３）「学校復帰支援」

※不登校児童生徒が在籍しない場合は、（１）（２）の項目をベースとして記入してください。
※「誰が」「何を」「どれくらいの頻度で」行うかがわかるように記入してください
「③重点的取組」に向けての過程（プロセス）を大切にします

検証・改善（検証頻度と検証方法）

※少なくとも学期ごとに検証した上で、達成指標に到達するよう年度途中でも、
　重点的取組や取組指標の改善を行うことが大切です。

【地域不登校防止推進教員を校内でどのように活用するかを記入してください】

※域内の「地域不登校防止推進教員」の自校における活用方法を具体的に記入してください

【学校名】

地域不登校防止推進教員の活用について

①
重
点
目
標

②
達
成
指
標

③
重
点
的
取
組

④
取
組
指
標

以下を参考にして記入してください。

①～④について、「学校評価の４点セット」の重点目標に不登校関連の項目を設定

する場合には、「学校評価の４点セット」との関連性を意識してなるべく連動させる。
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【
指
標
の
妥
当
性
】

・
達
成
指
標
は
昨
年
度
の
当
該
学
年
の
状
況
な

　
ど
を
踏
ま
え
る
と
年
度
末
に
は
達
成
可
能
で

　
あ
り
、
妥
当
と
判
断
。

・
取
組
指
標
に
つ
い
て
は
、
１
０
０
％
実
施
で

　
き
て
い
な
い
取
組
が
あ
る
が
、
推
進
体
制

　
を
見
直
す
こ
と
で
実
施
可
能
で
あ
り
、
妥
当

　
と
判
断
。

【
取
組
状
況
か
ら
】

・
互
見
授
業
に
つ
い
て
、
「
学
力
向
上
チ
ー

　
ム
」
が
進
行
管
理
を
き
ち
ん
と
行
う
必
要

　
が
あ
る
。

・
「
家
庭
」
に
よ
る
取
組
は
、
「
チ
ェ
ッ
ク

　
シ
ー
ト
に
よ
る
点
検
」
か
ら
全
家
庭
で
取

　
り
組
み
や
す
い
内
容
へ
の
変
更
を
検
討
。

・
学
力
向
上
会
議
の
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、

　
学
習
サ
ポ
ー
タ
ー
の
取
組
を
通
し
て
、
地

　
域
と
学
校
と
の
協
働
が
進
み
つ
つ
あ
る
。

・
計
画
の
う
ち
、
１
０
０
％
実
施
で
き
て
い
な

　
い
取
組
が
あ
る
の
で
、
全
教
職
員
で
一
丸
と

　
な
っ
て
取
り
組
む
体
制
整
備
が
必
要
。

【
達
成
状
況
か
ら
】

・
補
充
学
習
の
取
組
は
定
着
し
て
き
た
。
補
充

　
学
習
を
よ
り
効
果
的
な
も
の
と
す
る
た
め
に

　
は
、
宿
題
と
の
連
動
が
必
要
。

改
善
策
の
策
定

【
重
点
的
取
組
・
取
組
指
標
の
改
善
】

・
互
見
授
業
の
取
組
は
継
続
。
実
施
率
を

　
１
０
０
％
に
す
る
た
め
、
「
学
力
向
上
チ
ー
ム
」

　
が
中
心
と
な
り
、
互
見
授
業
計
画
表
に
基
づ
き

　
実
施
す
る
。
授
業
後
に
は
管
理
職
の
指
導
と

　
意
見
交
換
会
を
必
ず
行
う
。

・
「
朝
の
補
充
学
習
」
と
宿
題
と
の
連
動
を
図
る

　
た
め
、
１
週
間
の
宿
題
計
画
を
作
成
し
、
そ
れ

　
に
基
づ
き
補
充
学
習
の
内
容
を
設
定
す
る
。

・
「
家
庭
」
の
取
組
は
、
取
り
組
み
や
す
い
「
家
庭

　
学
習
の
声
か
け
」
に
変
更
し
、
全
家
庭
で
の
実

　
施
を
目
指
す
。

・
「
学
習
サ
ポ
ー
タ
ー
」
の
取
組
は
、
サ
ポ
ー

　
タ
ー
と
な
る
人
材
を
増
や
す
た
め
、
教
職
員

　
の
地
区
行
事
へ
の
参
加
を
促
し
、
自
治
会

　
と
の
連
携
強
化
を
図
る
。

検
証

・
保
護
者
ア
ン
ケ
ー
ト
よ
り

　
６
割
の
実
施
率
。

・
１
学
期
の
「
学
び
の
教

　
室
」
実
施
回
数
７
回
。

・
学
習
サ
ポ
ー
タ
ー
の
参
加

　
は
１
回
平
均
３
．
６
人
。

達
成
状
況
の
確
認

取
組
状
況
の
確
認

・
実
施
日
時
を
個
人
ご
と
に

　
設
定
さ
せ
て
い
た
。

・
「
計
画
⇒
実
施
」
の
進
行

　
管
理
が
十
分
で
は
な
か
っ

　
た
。

・
月
ご
と
の
教
育
計
画
に
位

　
置
付
け
て
実
施
し
た
。
計

　
画
通
り
１
０
０
％
実
施
で

　
き
た
。

○
授
業
の
内
容
が
よ
く
わ
か
る
と

　
肯
定
的
に
回
答
す
る
児
童

 
１
学
期
末
調
査
：
8
0
％

○
単
元
ま
と
め
テ
ス
ト
6
0
点
未
満

　
の
児
童
割
合

 
低
学
年
：
4
月
1
0
％
 
7
月
8
％

 
中
学
年
：
4
月
2
0
％
 
7
月
1
8
％

 
高
学
年
：
4
月
3
0
％
 
7
月
2
7
％

重
点

目
標

達
成
指
標

取
組
指
標

担
当

○
家
庭
学
習
の
徹
底
。

基 礎 ・ 基 本 の 定 着

重
点
的
取
組

○
め
あ
て
と
ま
と
め
が
明

　
確
に
わ
か
る
１
時
間
完

　
結
型
授
業
の
徹
底
。

○
学
習
サ
ポ
ー
タ
ー
の

　
取
組
の
充
実
。

○
授
業
の
内
容
が
よ
く
わ

　
か
る
と
肯
定
的
に
回
答

　
す
る
児
童
の
割
合
を

　
１
０
０
％
に
す
る
。

○
単
元
ま
と
め
テ
ス
ト

　
６
０
点
未
満
の
割
合

　
を
半
減
す
る
。

学 校

○
週
２
回
（
各
１
０
分
）

　
の
ド
リ
ル
タ
イ
ム
を

　
行
う
。

○
朝
の
補
充
学
習
の

　
実
施
。

家 庭 地 域

実
施
率

7
0
%

「 学 力 向 上 」 チ ー ム

○
年
間
２
０
回
、
「
学
び

の
教
室
」
学
習
サ
ポ
ー

タ
ー
と
し
て
毎
回
３
人
以

上
参
加
す
る
。

○
毎
日
、
家
庭
学
習
（
宿

題
）
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
に

記
入
し
、
実
施
状
況
を
点

検
す
る
。

「 目 標 協 働 達 成 」 チ ー ム

○
全
教
職
員
が
学
期
に
３

　
回
以
上
「
め
あ
て
」
と

「
ま
と
め
」
を
明
示
し
た

　
互
見
授
業
を
行
う
。

1
0
0
%

6
0
%

1
0
0
%

・
低
学
力
層
は
微
減
し
て
い
る
も

の
の
、
重
点
目
標
達
成
に
近
づ

い
て
い
る
と
は
言
い
難
い
。

検
証
・
改
善
プ
ロ
セ
ス
の
イ
メ
ー
ジ

観
点
４

検
証
に
当
た
っ
て
は
，

①
取
組
指
標
に
基
づ
く
取
組
状
況
を
ま
ず
確
認
し
、

そ
の
上
で
、
②
そ
の
取
組
に
よ
り
重
点
目
標
達
成
に

近
付
い
た
か
を
検
証
し
、

年
度
の
中
で
も
、
取
組
指
標
，
重
点
的
取
組
，
達

成
指
標
を
改
善
し
て
い
く
こ
と

検
証
・
改
善
の
考
え
方

実
際

の
検

証
・
改

善
例

取
組
指
標
を
達
成

で
き
て
い
な
い

達
成
指
標
を
達
成

で
き
て
い
な
い

達 成 指 標 の 達 成 状 況 を 確 認

重 点 的 取 組 の 取 組 状 況 を 確 認

達
成
指
標
を

達
成
し
て
い
る

取
組
指
標
を

達
成
し
て
い
る

達
成
指
標
を

達
成
し
て
い
る

達
成
指
標
を
達
成

で
き
て
い
な
い

よ
り
高
い
目
標
を
設
定
し
、
更
な
る
効
果
的

な
取
組
を
追
求

指 標 設 定 の 妥 当 性 を 検 証

重
点
的
取
組
の
継
続
、
実
践
に
当
た
っ
て
の

改
善
策
の
検
討
、
重
点
的
取
組
・
取
組
指
標

の
見
直
し
な
ど

達
成
指
標
達
成
の
要
因
を
分
析
し
た
上
で
、

よ
り
高
い
目
標
の
設
定
、
重
点
的
取
組
・
取

組
指
標
の
見
直
し
な
ど

重
点
的
取
組
の
継
続
、
取
組
の
徹
底
、
実

践
に
当
た
っ
て
の
改
善
策
の
検
討
、
重
点

的
取
組
・
取
組
指
標
の
見
直
し
な
ど

検
証
の
結
果
、
指
標
設
定
が
妥
当
で
な
い

場
合
に
は
、
指
標
を
再
設
定
し
た
上
で
、

よ
り
効
果
的
な
取
組
を
検
討
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校内研究

＜達成指標＞
各種学力調査で偏差値５０以上

「学校評価の４点セット」の＜重点的取組＞の一部と「授業改善５点セット」の【取組内容】を重ねるこ
とで学校の取組を焦点化・重点化した小学校の事例

　＜重点的取組①＞
見通しをもって授業
を組み立て、何が分
かったか子ども自身
で振り返る場を設定
する。

　＜重点的取組②＞
子どもの考えを深
化・拡充させるため
に、ペアやグループ
の活動の場を設定
する。

＜達成指標＞
各種学力調査で、
偏差値５０以上

【授業改善テーマ】
主体的に活動し、学んだことをまとめる力を育てる授業

～算数科を中心として～

【授業改善の重点】
１　質の高い課題と子ども自身による振り返りのある授業の推進
２　子どもの主体的な活動のある授業の推進

　　　　　【取組内容①】
　　＜振り返りの場の工夫＞
授業で分かったことを、子ども自
身で振り返る場を設定する。

　　　　　【取組内容②】
＜ペアやグループによる交流
　 活動の工夫＞
自分の考えを深化・拡充等する
ためにペアやグループ活動の場
を設定する。

　　　　　【取組指標①】
単元を見通した上で１時間の課
題を設定するようにし、毎時間振
り返りの場を設定する。随時子ど
ものノートを点検してまとめ方を
分析し、授業改善に反映させる。

　　　　　【取組指標②】
可能な限り毎時間、ペアやグ
ループ活動を行う。随時活動の
前と後の子どもの変化を分析
し、授業改善に反映させる。

　　　　　【検証指標①】
■学校評価児童回答者におけ
　 る割合
「授業で分かったことを自分の
力でまとめることができた」と回
答する児童の割合９０％以上

　　　　　【検証指標②】
■学校評価児童回答者におけ
　 る割合
「ペアやグループで、自分の考
えを話すことができた」と回答す
る児童の割合９０％以上

　＜重点的取組③＞
学習規律の徹底

（その他の取組）
・板書の構造化・板書とノートの一体化
・個々の状況に応じたきめ細かい指導
・言語活動を重視した国語の単元計画作成
・スキルの充実

１　授業改善５点セットの設定例

教育目標 よく学び　心豊かで　たくましく生き　○○小に誇りを持てる子どもの育成

＜重点目標Ⅰ＞
授業改善による
学力向上

＜重点目標Ⅱ＞
思いやりあふれる
学校環境づくり

-36-

［資料＿報告①］

-38-



＜有効な工夫＞

〇ポイントを聞く→文章化 〇(  ）埋め→次第に文章へ
〇解き方を説明させる。〇キーワートを与え考えさせる。
〇グループで相談させる。 〇類似問題で振り返らせる。
〇自分のまとめと全体のまとめを朱書きで併記させる。
〇自分のまとめを評価させる。
〇振り返りにつながる課題を設定する。

＜問題点＞
●まとめの時間が足りなくなる。 ●教師がまとめてしまう
●発達段階に応じたまとめ方を研究する必要がある。

○上手なまとめ方を取り上げてモデルを示すと分かりやすい。

＜問題点＞

●低学年は書くことに時間がかかる。

【取組指標①】

【検証指標①】
■学校評価児童回答

　「授業で分かったこ
とを、自分の力でま
とめることができた」
と回答する児童の割
合を９０％以上にす
る。

＜有効な分析・改善の方法＞

3　ノートを分析して授業改善に反映させている教員は４分の
１
程度

○ワークシートに自分のまとめと全体のまとめを書くようにすると
比較でき、点検・分析が容易になる。個別指導の改善にもなる。

●どのような振り返りを目指せばよいのか、共通理解し、子どもに
も意識させる必要がある。

●随時ノートはチェックしたが分析までは至っていない。

単元を見通した上で
1時間の課題を設定
するようにし、毎時
間振り返りの場を設
定する。
随時子どものノート
を点検してまとめ方
を分析することで、
授業改善に反映させ
る。

１　単元を見通した上で、１時間の課題を設定することは全員
　　が取り組めた。

２　振り返りの設定の工夫は３１％の教員しか十分でない。

授業で分かったこと
を、子ども自身で振
り返る場を設定す
る。

Ａ　授業で分かったことを子ども
自身に振り返させるための場の
工夫に努めたか？

ノートの点検（％）

よくできた 0

できた 31

もう少しだ 61 38

振り返る場の工夫（％）

【授業改善テーマ】　主体的に活動し、学んだことをまとめる力を育てる授業

【取組内容①】
＜振り返りのある場の工夫＞

授業で分かったこと
を、子ども自身で振
り返る場を設定す
る。

【授業改善の重点１】 質の高い課題と子ども自身による振り返りのある授業の推進

【取組内容①】
＜振り返りのある場の工夫＞

年度当初 １学期末チェック ９月からの

よくできた 0

できた 24

もう少しだ

Ｂ　子どものノートを点検してま
とめ方を分析することで、授業改
善に反映させたか？

2　ＣＨＥＣＫを生かした取組指標の再設定の例

■学校評価児童回答

　「授業で分かったこ
とを、自分の力でま
とめることができた」
と回答する児童の割
合を９０％以上にす
る。
継続
＊振り返り時間の確保
と新たな取組指標をも
とに肯定的割合を増や
していく。

できなかった 8

【検証指標①】

●授業中の点検は、書けない子への指導が主となり、全員は無理。

【取組指標①】
単元を見通した上で
1時間の課題を設定
するようにし、後で活
用するまとめができ
るような指導を繰り
返し行う。
まとめの苦手な児童を
特に意識して指導す
る。

随時ノート点検・まとめ
の分析を行い、有効な
振り返りの工夫を記録
する。
＊「後で活用するまと
め」という観点でまとめ
させ、その観点で点
検・指導する。
＊点検方法を多様化
するよう改善する。

全校で７５%の児童ができたと回答

継続
＊振り返りの場の設
定をまず１００％にす
る。
振り返り時間の確保
と、効果的な振り返り
方を検証し、引き続き
取り組む。
・自他のまとめの比較
・上手なまとめの紹介

できなかった 38

この学校では、数値的な結果だけでなく、成果や実践上の悩み・困りを共有して、取組指標をより具体化し、再設定している。
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○
課
題
に
つ
い
て
の
セ
ル
フ

チ
ェ
ッ
ク
を
す
る
と
と
も
に
、

自
分
の
考
え
を
持
た
せ
る
た

め
、
解
決
の
見
通
し
が
持
て

な
い
子
ど
も
に
対
し
て
の
手

立
て
は
持
て
た
。

△
習
熟
の
程
度
に
応
じ
た
指

導
と
は
ど
う
い
う
こ
と
な
の

か
、
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
の

共
通
理
解
が
不
十
分
だ
っ

た
。

☆
習
熟
の
程
度
に
応
じ
た
指

導
と
は
、
ど
ん
な
こ
と
な
の
か

共
通
理
解
す
る
。

☆
課
題
の
質
（
子
ど
も
興
味

関
心
・
多
様
な
意
見
・
意
見

の
練
り
合
い
等
）
に
つ
い
て

共
通
理
解
す
る

1
2
月

A
C
T
IO
N

C
H
E
C
K

☆
１
時
間
の
授
業
の
流
れ
を

見
直
し
、
練
り
合
う
場
面
を

充
実
さ
せ
た
授
業
展
開
を
試

み
る
。
そ
の
た
め
に
、
課
題

の
提
示
や
切
り
返
し
の
発
問

を
工
夫
す
る
。

○
課
題
の
質
に
つ
い
て
は
、

疑
問
形
に
す
る
等
意
識
し
て

取
り
組
む
よ
う
な
努
力
は
見

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

△
多
様
な
考
え
が
出
る
課
題

や
意
見
の
対
立
が
見
ら
れ
る

課
題
に
つ
い
て
は
あ
ま
り
で

き
な
か
っ
た
。

1
1
月

A
C
T
IO
N

C
H
E
C
K

こ
の
学
校
で
は
、
9
月
当
初
は
取
組
内
容
①
を
中
心
に
し
た
取
組
を
行
い
、
次
第
に
②
に
授
業
改
善
の
中
心
を
移
行
さ

せ
て
い
る
。
進
行
管
理
を
２
学
期
初
め
に
示
す
こ
と
で
、
見
通
し
を
も
っ
た
授
業
改
善
と
な
っ
て
い
る
。
１
か
月
ご
と
に
取

組
を
検
証
し
、
改
善
の
た
め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
が
具
体
的
に
示
さ
れ
て
い
る
。

３
　
短
期
の
検
証
・
改
善
を
繰
り
返
し
て
授
業
改
善
を
進
め
た
例

○
５
分
間
思
考
を
し
、
自
分

の
考
え
を
持
た
せ
る
こ
と
は

で
き
た
。

△
ク
ラ
ス
全
員
に
自
分
な
り

の
考
え
を
持
た
せ
る
こ
と
は

で
き
い
な
い
。

A
C
T
IO
N

☆
各
自
に
考
え
を
持
た
せ
る

た
め
、
習
熟
の
程
度
に
応
じ

た
手
立
て
を
講
じ
る
。

９
　
月

1
0
月

C
H
E
C
K

A
C
T
IO
N

○
各
教
科
に
応
じ
た
具
体
物

（
半
具
体
物
）
の
操
作
や
具

体
例
の
提
示
、
図
や
表
（
思

考
ツ
ー
ル
）
の
活
用
を
す
る

こ
と
で
、
自
分
の
考
え
を
持

た
せ
る
こ
と
が
で
き
た
。

【
考
え
を
持
た
せ
る
手
立
て
】

☆
分
か
っ
て
い
る
子
ど
も
の

と
こ
ろ
に
聴
き
に
行
く
。

☆
分
か
っ
て
い
る
子
ど
も
に

解
決
の
見
通
し
を
発
表
さ
せ

る
。
☆
解
決
の
見
通
し
が
持
て
な

い
子
ど
も
に
対
し
て
は
、
習

熟
の
程
度
に
応
じ
た
指
導
を

行
う
。

C
H
E
C
K

【
授
業
改
善
テ
ー
マ
】

自
分
の
考
え
を
持
ち
、
伝
え
合
う
力
を
育
て
る
児
童
主
体

の
わ
か
る
授
業
（
算
数
を
中
心
に
）

【
授
業
改
善
の
重
点
】

１
自
分
の
考
え
を
持
つ
場
や
発
表
す
る
場
の
あ
る
授

業
の
推
進

２
課
題
解
決
型
の
授
業
の
推
進

【
取
組
内
容
①
】

〈
考
え
を
も
つ
場
・
発
表
す

る
場
の
工
夫
〉

自
分
の
考
え
を
ま
と
め
発

表
で
き
る
よ
う
、
自
分
の

考
え
を
持
つ
場
を
５
分
以

上
設
定
す
る
。

【
取
組
内
容
②
】

〈
課
題
解
決
型
の
授
業
の
工

夫
〉

１
時
間
の
流
れ
を
意
識
し
、

め
あ
て
や
課
題
が
明
確
な
授

業
を
行
う
。

【
取
組
指
標
①
】

１
時
間
の
中
に
、
算
数
用

語
を
用
い
て
自
分
の
考
え

を
書
く
場
を
最
低
５
分
間
、

毎
時
間
、
設
定
す
る
。

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
を
記

録
し
、
問
題
点
を
明
ら

か
に
す
る
。

【
取
組
指
標
②
】

前
時
と
の
違
い
を
明
ら
か

に
し
、
多
様
な
考
え
が
出

る
よ
う
な
課
題
を
毎
時
間

設
定
す
る
。

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
を
記
録

し
、
明
確
な
課
題
と
な
る

条
件
を
探
る
。

【
検
証
指
標
①
】

自
分
の
考
え
を
ノ
ー
ト
に

書
い
て
い
る
児
童
８
割
以

上
。

発
表
す
る
場
で
手
を
挙
げ

る
児
童
６
割
以
上
。

【
検
証
指
標
②
】

課
題
に
対
し
て
多
様
な
考

え
が
出
て
、
算
数
用
語
を

使
っ
た
ま
と
め
が
で
き
る

児
童
８
割
以
上
。
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あ
あ

運
営
委
員
会

校
長
、
教
頭
、
教
務
主
任
、
研
究
主
任
、
生
活
指
導
主
任

校
長

教
頭

○
○
小
学
校
運
営
組
織
図

重
点
目
標

教
務
主
任

達
成
指
標

○
学
期
ご
と
の
ま
と
め
テ
ス
ト
で
、
昨
年
度
末
の
１

段
階
の
割
合
を
５
０
％
減
少

○
△
△
市
学
力
状
況
調
査
で
１
段
階
の
児
童
の

割
合
を
昨
年
度
よ
り
３
０
％
減
少

担
当

基
礎
基
本
の
定
着
と
活
用
力
の
育
成

重
点
目
標

生
活
指
導
主
任

達
成
指
標

○
自
己
評
価
ア
ン
ケ
ー
ト
（
児
童
・
保
護
者
・
教
職
員
）

で
「
○
○
小
の
子
が
先
に
明
る
く
あ
い
さ
つ
す
る
よ

う
に
な
っ
て
き
た
」
を
９
０
％
以
上

担
当

あ
い
さ
つ
の
で
き
る
子
の
育
成

重
点
目
標

体
育
主
任

達
成
指
標

○
児
童
ア
ン
ケ
ー
ト
で
「
進
ん
で
体
を
動
か
す
こ
と

が
好
き
」
を
９
０
％
以
上

○
「
休
み
時
間
に
よ
く
運
動
場
や
体
育
館
で
体
を

動
か
し
て
遊
ん
だ
」
を
９
０
％
以
上

○
「
朝
ご
は
ん
を
毎
日
食
べ
て
い
る
」
を
９
０
％
以
上

担
当

進
ん
で
体
を
動
か
す
子
の
育
成

⑦
補
充
学
習

学
習
計
画
、
個
人
デ
ー
タ

の
管
理
、
「家
庭
学
習
の

手
引
き
」
の
見
直
し
、
進

捗
状
況
の
把
握

重 点 的 取 組 担 当

①
授
業
で
の
「
自
分
の
考
え
や
説
明
」
を
書
く
場
の
設
定

②
隣
接
学
年
短
時
間
で
見
合
い
・
相
談
。
校
長
・
教
頭
の

授
業
観
察
に
よ
る
助
言
。

①
自
分
の
考
え
を
持
つ
場
」
「
発
表
す
る
場
」
の
あ
る
児
童

主
体
の
わ
か
る
授
業
の
徹
底

②
「
課
題
」
の
質
の
向
上

取 組 の 内 容

研
究
主
任

③
学
習
規
律
の
共
通
理
解
と
徹
底

④
朝
読
書
で
の
読
書
力
の
育
成

⑤
基
礎
基
本
の
定
着
を
図
る
ス
キ
ル
タ
イ
ム

⑥
活
用
す
る
問
題
を
解
く
。

③
学
習
規
律
の
共
通
理
解
と
徹
底

④
朝
読
書
（
火
・
水
・
金
）

⑤
ス
キ
ル
タ
イ
ム
（
月
・
火
・
木
・
金
１
０
分
）

※
時
間
確
保
と
子
ど
も
へ
の
意
欲
づ
け

⑥
単
元
終
了
時
に
活
用
す
る
問
題
を
解
く
。

⑦
放
課
後
補
充
学
習
と
家
庭
学
習
の
徹
底

（
各
学
年
の
課
題
に
応
じ
て
）

①
授
業
改
善

⑦
月
・金
の
放
課
後
補
充
学
習
を
全
教
職
員
で
実
施
。

・家
庭
学
習
が
ん
ば
り
カ
ー
ド
定
着

研
究
主
任

教
務
主
任

授
業
・
学
力
・
情
報
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

②
互
見
授
業

③
④
⑤
⑥

学
習
規
律
・
学
習
習
慣

授
業
改
善
５
セ
ッ
ト
と
授
業

改
善
計
画
の
立
案
、
校
内

研
究
全
体
の
推
進

研
究
主
任

教
務
主
任

「
互
見
授
業
ウ
ィ
ー
ク
」
の

設
定
・
計
画
、
進
行
管
理

授
業
分
析

進
捗
状
況
の
把
握

見
直
し

研
究
主
任

教
務
主
任

４
研
究
主
任
と
教
務
主
任
の
役
割
分
担
の
例

※
５
点
セ
ッ
ト
の
授
業
改
善
の
重
点

そ の 他 の 取 組 取 組 の 内 容
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領域 項　　　目

観
点
1

学校の喫緊の課題を十
分検討したうえで、課
題と重点目標を対応さ
せること

観
点
2

取組指標は、実際に取
り組むことにより、児
童生徒が変わり重点目
標達成に近付くことが
イメージできる具体的
なものとすること

観
点
3

「学校評価の４点セッ
ト」(重点目標、達成指
標、重点的取組、取組
指標)が、全ての教職員
に共有されるよう、会
議での取り上げ方等を
工夫すること

観
点
4

検証に当たっては、①
取組指標に基づく取組
状況をまず確認し、そ
の上で、②その取組に
より重点目標達成に近
付けたかを検証し、年
度の中でも取組指標、
重点的取組、達成指標
を改善していくこと

観
点
5

目標管理制度と能力評
価制度の連動、及び学
校の重点目標・分掌等
目標・自己目標の連動
により学校の組織力の
向上等を図るという教
職員評価システムの趣
旨を一層徹底すること

観
点
6

それぞれの重点目標の
達成を担う主任等を明
らかにし、責任を与え
ること

観
点
7

意思決定がより効率
的・効果的に行われる
よう、運営委員会や職
員会議で扱う議題の整
理や、職員会議によら
ない周知・徹底の工夫
等を行うこと

観
点
8

主任制度・主任手当の
趣旨が伝わるよう、人
事異動に係る職員面談
や年３回の目標管理面
談等の中で、主任手当
の拠出の状況について
確認するとともに、法
令の趣旨に則った指導
を行うこと

・法令の趣旨に則り、全教職員に
主任制度・主任手当の趣旨を周知
するとともに、人事異動に係る面
談や目標管理面談の中で指導を
行っている。

・法令の趣旨に則り、主任制度・
主任手当の趣旨を周知している。

・重点目標の達成を担う主任等を
「学校評価の４点セット」や組織
図、校務分掌表等に明記してお
り、当該主任等が機能するよう、
チーム制や部会制を組織するなど
の工夫をしている。また、当該主
任等が取組の実施・検証・改善を
通じて責任を果たしている。

・重点目標の達成を担う主任等を
「学校評価の４点セット」や組織
図、校務分掌表等に明記してお
り、当該主任等が機能するよう、
チーム制や部会制を組織するなど
の工夫をしている。

・重点目標の達成を担う主任等を
「学校評価の４点セット」や組織
図、校務分掌表等に明記してい
る。

・運営委員会の活用や行事情報等
の周知方法の工夫により職員会議
を効率化するとともに、運営委員
会や職員会議で扱う議題を整理
し、校長の意思決定の迅速化・効
率化を図っている。また、各種会
議の効率化・縮減等の工夫によ
り、子どもと向き合う時間の確保
に努めている。

・運営委員会の活用や行事情報等
の周知方法の工夫により職員会議
を効率化するとともに、運営委員
会や職員会議で扱う議題を整理
し、校長の意思決定の迅速化・効
率化を図っている。

・運営委員会の活用や行事情報等
の周知方法の工夫により職員会議
の効率化を図っている。

・客観的なデータを用いて取組指
標に基づく取組状況の確認や達成
指標に基づく達成状況の確認を的
確に行った上で、指標の妥当性を
検証しつつ年度の中でも改善方策
を検討している。その積み重ねに
より、検証改善サイクルを確立
し、持続的・発展的な教育活動を
実現している。

・客観的なデータを用いて取組指
標に基づく取組状況の確認や達成
指標に基づく達成状況の確認を的
確に行った上で、指標の妥当性を
検証しつつ年度の中でも改善方策
を検討している。

・取組指標に基づく取組状況の確
認や達成指標に基づく達成状況の
確認を的確に行っている。

・管理職等が教職員に教職員評価
システムの趣旨や仕組みについて
十分周知するとともに、学校の重
点目標・分掌等目標・自己目標の
連動について、管理職・主任等が
適時適切に指導・助言を行ってい
る。その上で、適切に目標管理制
度と能力評価制度を連動させるこ
とにより、学校の組織力向上や教
職員の資質向上を実現している。

・管理職等が教職員評価システム
の趣旨や仕組みについて教職員に
十分周知するとともに、学校の重
点目標・分掌等目標・自己目標の
連動について、管理職・主任等が
適時適切に指導・助言を行ってい
る。

・学校の重点目標・分掌等目標・
自己目標の連動の在り方を含め、
管理職等が教職員評価システムの
趣旨や仕組みについて教職員に周
知している。

・取組指標に「誰が」「何を」
「どのくらいの頻度で」行うかを
充分に書き込み、短期の検証・改
善が可能で、重点目標達成に近付
く妥当な指標設定となっている。

・取組指標に「誰が」「何を」
「どのくらいの頻度で」行うかを
可能な限り書き込み、短期の検
証・改善が可能で、重点目標達成
に近付くことがイメージできる具
体的なものとしている。

・取組指標に「誰が」「何を」
「どのくらいの頻度で」行うかを
可能な限り書き込み、短期の検
証・改善が可能な具体的なものと
している。

・「学校評価の4点セット」をミ
ドルアップ機能を活かして策定し
た上で、年度当初の職員会議等で
説明するとともに、運営委員会や
分掌会議等で定期的に取り上げる
など、全教職員への意識付けを図
る工夫をしている。

・「学校評価の4点セット」につ
いて、年度当初の職員会議等で説
明するとともに、運営委員会や分
掌会議等で定期的に取り上げるな
ど、全教職員への意識付けを図る
工夫をしている。

・「学校評価の4点セット」につ
いて、年度当初の職員会議等で説
明するとともに、運営委員会や分
掌会議等で取り上げるなど、全教
職員への意識付けを図る工夫をし
ている。

・前年度の学校評価や各種調査結
果等から根本原因を分析し、ミド
ルアップ機能を活かしながら喫緊
の課題を明確にした上で、課題解
決に向けた重点目標を絞り込んで
設定しており、重点目標は喫緊の
課題に対応した内容としている。

・前年度の学校評価や各種調査結
果等から根本原因を分析し、喫緊
の課題を明確にした上で、課題解
決に向けた重点目標を絞り込んで
設定しており、重点目標は喫緊の
課題に対応した内容としている。

・前年度の学校評価や各種調査結
果等を分析し、喫緊の課題を明確
にした上で、重点目標を絞り込ん
で設定している。

「８つの観点」に係る評価基準

S A B
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【学力向上】
（学力向上アクションプラン）

【体力向上】
（体力向上アクションプラン）

【いじめ・不登校対策】
（不登校対策アクションプラン）

  ・小中学校学力向上支援教員授業公開（年３回以上）

  ・習熟度別少人数指導教員授業公開（年３回以上）

４月

・ＳＣ連絡協議会①　

・学力向上支援教員等協議会① ・ＳＳＷ連絡協議会①

（小学校年４回　中学校年２回） ・いじめ対策連絡協議会①

５月 　　　　　　　　◇若年期【セルフマネジメント】

　　　　　　　　◇中堅期【チームマネジメント】

　　　　　　　　◇壮年期【スクールマネジメント】

・中学校授業改善協議会（社・理）

　　　　　　　　　　・校長等リーダーシップ研修 ・指導力向上協議会（国①） ・体力アップおおいた推進事業に

　　　　　　　　　　・教頭等リーダーシップ研修 ・指導力向上協議会（英①） 　係る連絡協議会①

６月 　　　　　　　　 　 ・教務主任研修 ・指導力向上協議会（数①）

　　　　　　　　 　 ・生徒指導主任研修  

　　　　　　　　 　 ・研究主任研修

　　　　　　　　 　 ・人事評価研修  ・第１回教育支援センター連絡会議

７月  

　　　　　　　　 　 ・管理職候補者研修

・学校問題対応スキルアップ研修会

８月 ・指導力向上協議会（理①） ・一校一実践に係る取組を

・学びに向かう学校中核校連絡協議会① 　ＨＰに掲載

・学力向上支援教員等協議会② ・学級づくり研修会

 

９月

・第１回学力向上検証会議 ・いじめ対策連絡協議会②

・学力向上支援教員等協議会③ 　（各教育事務所毎にブロック開催）

10月

・指導力向上協議会（社①）

・ＳＣ連絡会議②　

・体力アップおおいた推進事業に ・ＳＳＷ連絡協議会②

　係る連絡協議会② 　　　　（市町村ブロックで開催）

11月

・いじめゼロ子どもサミット

12月

・習熟の程度に応じた指導の手引き編集会議

1月 ・体力調査報告書の作成

・学力向上支援教員等協議会④

２月 ・第２回学力向上検証会議

・学びに向かう学校中核校連絡協議会② ・いじめ対策連絡協議会③

 ・体力アップおおいた推進事業に ・ＳＣ連絡協議会③　

　　　　　　　　 　 ・管理職名簿登載者研修 　係る連絡協議会③ ・ＳＳＷ連絡協議会③

・第２回教育支援センター連絡会議

３月

第５フェーズの取組スケジュール

　　　　　　　　　【本庁】　　　                   【各教育事務所】　　 　　【教育センター】　   【学校（家庭・地域）】

　 ・本部会議（年４回）、幹事会（年７回）

第５フェーズ：子どもの力と意欲を高める「芯の通った学校組織」の確立

　　　　　             　　　　　　　　　　　　　　　　   

                 　　　                                                                          ・第１回地域授業改善協議会

                   　                                                                          　・第２回地域授業改善協議会

                 　　                                                                           ・第３回地域授業改善協議会

学校マネジメント研修

検証・改善

検証・改善

検証・改善

目標

実践

【基本研修】

【職能研修】

【特別研修】

【課題別研修】

【自主研修】

第１回不登校防止推進会議

○目標協働達成地

域別協議会

（各教育事務所毎）

全県不登校調査

全県いじめアンケート②

地域不登校防止推進教員活用

「あったかハート１・２・３」推進

校内不登校対策委員会

（年間計画と取組開始）

「芯の通った学校組織」

活用推進プランの取組状況の把握

○「教育県大分」の創

造に向けた地域別意見

交換会（仮称）（年間）

「芯の通った学校組織」 定着状況調査

活用推進プラン後の

展開等の検討
・市町村教委との意見交換等

生

徒

指

導

支

援

チ

｜

ム

派

遣

・
24
時

間

子

供

Ｓ

Ｏ

Ｓ

ダ

イ

ヤ

ル

・

ネ

ッ

ト

い

じ

め

相

談

全県不登校調査

全県いじめアンケート①

生徒指導強化月間

第１回不登校対策推進会議

問題行動調査

地域不登校防止推進教員活用

「あったかハート１・２・３」推進

校内不登校対策委員会

（年間計画と取組開始）

第２回不登校対策推進会議

第３回不登校対策推進会議

○大分県児童生徒の体力・運動能力

等調査（～７月）

＜全校児童生徒対象＞

※小５・中２は全国体力・運動能力、

運動習慣等調査を兼ねる

県調査結果公表

・体育専科教員活用推進

（２４名）

・一校一実践の推進

回収・集約

・体力向上推進教員活用

推進 （１６名）

全国調査結果公表

○大分県学力定着

状況調査（４／１４）

○全国学力・学習

状況調査（４／１９）

○数学問題データベース配信（４／１）

全国調査結果発表

県調査結果発表

指導力向上協議会（各市郡・国数英社）

１２月までに各市郡で実施

全国調査結果公表

学力向上の取組状況調査

学校訪問
※全ての学校に年２回実施

※その上で、市町村教委と

の協議結果により追加的な

訪問を実施

※可能な限り、本庁とも連携

目標協働達成の取組の全県展開

ＣＳの普及・推進
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1 大分県関係者の状況（人数は延べ数）
※三省堂関係は除く。

（１）対価を伴わず、申請本の内容について意見聴取等を行った事案（１１人）

①教科書発行者別内訳 大日本図書（３人）、学校図書（２人）、教育芸術社（２人）、啓林館（２人）
数研出版（２人）

②市町村別人数内訳

計 校長 教頭 教諭等 OB 計 校長 教頭 教諭等 OB 計 校長 教頭 教諭等 OB

中津市 1 1 1 1

宇佐市 1 1 1 1 1 1

別府市 1 1 2 1 1 2 1 1

大分市 4 1 1 2 3 1 2 3 1 2

豊後大野市 1 1

竹田市 2 1 1 2 1 ※ 1 2 1 1

日田市 1 1 1 1 1 1

九重町 1 1 1 1 1 1

合計 11 5 1 2 3 11 4 0 2 5 11 2 0 2 7

※採択地区調査員
③当該教科書発行者を新たに採択した件数　０件

（２）申請本の内容について意見聴取等を行いその対価を支払った事案（２６人）
※今回調査する中で新たに報告があった者２人を含む。

①教科書発行者別内訳 東京書籍（６人）、大日本図書（４人）、教育出版（５人）、光村図書（１１人）

②対価の額（謝礼、交通費等）５，０００円～２０，０００円

③市町村別人数内訳

計 校長 教頭 教諭等 OB 計 校長 教頭 教諭等 OB 計 校長 教頭 教諭等 OB

中津市 1 1

宇佐市 1 1 1 1

豊後高田市 1 1 1 1 1 1

別府市 2 2 2 2 1 1

大分市 21 1 1 16 3 21 1 2 15 ※ 3 18 1 13 4

由布市 1 1

臼杵市 1 1 1 1 1 1

佐伯市 1 1

合計 26 3 2 18 3 26 3 3 17 3 24 3 2 14 5

※うち採択地区調査員６人
④当該教科書発行者を新たに採択した件数　１件（大分市）

（３）上記以外で採択勧誘との疑念を生じさせる形で金品を支払った事案

なし

2 今後の対応

事実関係を精査し、関係市町村教育委員会と連携して適切に対処する。

 教科書発行者による自己点検・検証に係る大分県の状況について

市町村名

事案当時 採択当時
市町村名

事案当時 採択当時 現　　在

教 育 人 事 課

現　在（死亡者２人を除く）
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そ
の
他
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関
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京
外
国
語
大
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東
京
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お
茶
の
水
女
子
大
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修
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た
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予
備
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入
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。
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業
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、
７
８
２
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よ
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３
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２
１
．
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ポ
イ
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上
昇
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(※
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格
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は
、
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去
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年
間
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多
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州
大
学
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格
者
数
は
、
１
１
２
名
。
過
去
５
年
間
で
２
番
目
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Ｈ
２
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過 去

福
　
岡

大
分
県
内

立 命 館 大

西 南 学 院 大

福 岡 大

別 府 大

慶 応 大

早 稲 田 大

法 政 大

明 治 大

立 教 大

青 山 学 院 大

中 央 大
主 要 　 私 立 大 学

５
　
主
要
私
立
大
学
別
　
合
格
者
数
推
移
（
公
立
高
校
－
過
年
度
含
む
）

A P U

立 命 館 ア ジ ア

太 平 洋 大

東
京
６
大
学

Ｍ
Ａ
Ｒ
Ｃ
Ｈ

日 本 文 理 大

上 智 大

津 田 塾 大

東 京 理 科 大

国 際 基 督 教 大

関 西 大

関 西 学 院 大

同 志 社 大

関
　
東

関
　
西

関
関
同
立
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